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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等(消費税および地方消費税をいう。以下同じ)は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

売上高 (百万円) 35,030 33,073 33,639 71,629 68,858

経常利益 (百万円) 1,538 290 1,080 4,083 2,604

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(百万円) 616 △9,011 2,574 1,421 △7,600

純資産額 (百万円) 27,812 20,047 28,019 29,148 27,541

総資産額 (百万円) 133,893 111,766 107,873 121,823 114,135

１株当たり純資産額 (円) 238.78 172.15 238.09 249.83 236.24

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期)
純損失(△)

(円) 5.28 △77.38 22.11 11.82 △65.57

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 20.8 17.9 25.7 23.9 24.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,267 1,556 2,672 5,305 4,828

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △437 △1,074 6,336 9,736 1,125

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,986 △654 △5,449 △15,896 △6,393

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 2,755 2,938 6,233 3,061 2,673

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
1,422 
[4,184]

1,316
[4,249]

1,301
[4,226]

1,371 
[4,205]

1,290
[4,153]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等(消費税および地方消費税をいう。以下同じ)は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期

会計期間

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  ６月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  １月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

売上高 (百万円) 25,238 23,466 24,231 51,094 48,597

経常利益 (百万円) 1,798 780 1,666 4,249 2,516

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(百万円) △94 △9,287 2,525 688 △8,213

資本金 (百万円) 12,081 12,081 12,081 12,081 12,081

発行済株式総数 (株) 122,074,243 122,074,243 122,074,243 122,074,243 122,074,243

純資産額 (百万円) 29,185 21,115 28,460 30,492 28,282

総資産額 (百万円) 128,937 106,838 103,481 117,019 109,048

１株当たり純資産額 (円) 250.44 181.23 244.34 261.56 242.79

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期)
純損失(△)

(円) △0.80 △79.71 21.69 5.76 △70.49

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 5 ―

自己資本比率 (％) 22.6 19.8 27.5 26.1 25.9

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
777 

[1,456]
707

[1,504]
700

[1,551]
754 

[1,467]
692

[1,454]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、藤田観光労働組合が組織(平成18年６月30日現在における組合員数1,052名)され

ており、サービス・ツーリズム産業労働組合連合会に加盟しております。なお、労使関係は順調に運営

されております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ブライダル＆バンケット事業 274 [  630]

ワシントンホテル事業 418 [ 968]

レジャー事業 130 [ 232]

ラグジュアリーホテル事業 109 [ 298]

ホスピタリティ周辺事業 168 [1,767]

リージョナルホテル事業 121 [ 296]

その他事業 81 [   35]

合計 1,301 [4,226]

従業員数(名) 700 [1,551]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、公共投資が引き続き減少傾向にあるものの、企業収益が

改善し、設備投資が増加した他、輸出が好調に推移しました。加えて個人消費も穏やかな増加が続き、

全体として景気の回復局面が続きました。観光業界におきましては、景気回復局面での遅行性や地域別

の回復傾向の格差、また東京における新規ホテルの開業など、依然として厳しい状況にあります。 

こうした状況のなか、当社グループの業績は、現在取り組んでおります「事業改革」において進めてき

た、「選択と集中」、「資産・負債の圧縮」等の施策効果が具体化するとともに、とりわけ第２四半期

において、首都圏の事業所を中心に景気回復を実感するものとなりました。 

期間中の売上高は不採算・低採算の飲食店舗を閉鎖や縮小した影響はあるものの、椿山荘の婚礼部門、

フォーシーズンズホテル椿山荘 東京および主に首都圏を中心にワシントンホテルの宿泊部門が好調に

推移しました。また新規事業としてコンヴィヴィオンを平成18年1月に東京・南青山で開業したことも

寄与して増収となりました。 

営業利益はコンヴィヴィオン開業に係る費用の発生等があったものの、上述の増収効果や箱根小涌園ユ

ネッサンの開業費の償却が終了したこと、また不採算・低採算の飲食店舗の閉鎖・縮小による採算改善

もあり、増益となりました。 

経常利益は、持分法適用会社での減損会計適用を主因とする営業外損失が発生したものの、上記の営業

増益に加え、受取配当金の増加があり増益となりました。 

また、商品不動産につき見直しを行い、売却の可能性が当面低いと思われるものについて固定資産に振

替え、同時に商品不動産の過年度評価損に係る繰延税金資産を取崩し、振替えた固定資産の一部につい

て減損損失を計上しました。 

こうした特別損失の発生はあったものの、一方でホテルフジタ京都、成田エアポートワシントンホテル

の土地・建物等を譲渡したことによる売却益があり、中間純利益では減損会計の早期適用を行った前年

に比較すると大幅増益となりました。 

  

これらの結果、当中間連結会計期間の業績の概要は次のとおりとなりました。 

  

 
  

なお、ホテルフジタ京都は定期建物賃貸借契約を締結し営業を継続しており、成田エアポートワシン

トンホテルはフランチャイズ形式により営業を継続しております。 

事業セグメント別の営業概況は、次のとおりであります。 

当中間連結会計期間
(百万円)

対前年同期比
(百万円)

増減率 
(％)

売上高 33,639 566 1.7

営業利益 1,444 844 140.7

経常利益 1,080 790 272.5

中間純利益 2,574 11,586 ―

期間末借入金残高 45,211 △ 11,157 △19.8



（事業部門ごとの概要） 

ブライダル＆バンケット事業 

  

 
＊利用単価は単純合算をベースに算出しています

婚礼部門は椿山荘における営業が堅調であった他、新設のコンヴィヴィオンの貢献もあり、件数、人

員、単価ともに堅調に推移し、前年同期比193百万円の増収となりました。 

 宴会部門は、セールス強化により利用人員が堅調に推移した他、椿山荘ではメニューの見直しによる

単価増もあり、前年同期比109百万円の増収となりました。 

 レストラン部門は、外部店舗撤退による影響（レストランフォレスタ小石川椿山荘△52百万円、大手

前瓢たん△27百万円）を中心に前年同期比118百万円の減収となりました。 

 この結果、事業全体で前年同期比233百万円の増収となりました。 

 営業利益は、コンヴィヴィオンのオープンに係る費用や太閤園の減収による影響があったものの椿山

荘の貢献で前年同期比123百万円増益の726百万円となりました。 

  

ワシントンホテル事業 

  

 
＊利用単価は単純合算をベースに算出しています

宿泊部門は、成田エアポートワシントンホテル売却による収入減（△195百万円、後にフランチャイ

ズ方式へ変更）があったものの、アジュール竹芝における契約形態変更（運営受託方式によるロイヤル

ティのみ収受から、当社の直接運営での売上計上へ）による収入増（96百万円）がありました。単価の

減少が続いているものの、人員および客室稼動率が、特に首都圏を中心として好調に推移したことによ

り、前年同期比266百万円の増収となりました。 

 レストラン部門は不採算・低採算店舗の閉鎖等により前年同期比150百万円の減収となりましたが、

事業全体では前年同期比104百万円の増収となりました。 

 営業利益では不採算・低採算の飲食店舗の閉鎖・縮小による採算改善効果もあって、前年同期比290

百万円の増益の450百万円となりました。 

売上高 
(百万円)

対前年 
同期比 
(百万円)

増減率 
(％)

利用人員
(千名)

対前年
同期比 
(千名)

増減率
(％)

利用単価
(円)

対前年 
同期比 
(円)

増減率
(％)

婚礼部門
2,585 193 8.1

97 4 4.3
26,618 924 3.6

(婚礼件数) 1,632件 63件 4.0

宴会部門 1,730 109 6.7 225 5 2.6 7,677 295 4.0

レストラン部門 1,275 △118 △8.5 290 △68 △19.1 4,386 506 13.1

その他 
(消去含む)

907 49 5.8 － － － － － －

合計 6,499 233 3.7 613 △58 △8.7 10,596 1,275 13.7

売上高 
(百万円)

対前年 
同期比 
(百万円)

増減率 
(％)

利用人員
(千名)

対前年
同期比 
(千名)

増減率
(％)

利用単価
(円)

対前年 
同期比 
(円)

増減率
(％)

宿泊部門
8,505 266 3.2

1,277 69 5.7
6,655 △161 △2.4

(客室稼働率) 85.1％ 5.2％ －

レストラン部門 4,000 △150 △3.6 1,576 △158 △9.1 2,537 145 6.1

その他 
(消去含む)

1,090 △11 △1.0 － － － － － －

合計 13,595 104 0.8 2,854 △89 △3.0 4,762 180 3.9



レジャー事業 

  

 
＊利用単価は単純合算をベースに算出しています

 ※本年度より１泊２食で宿泊した場合も含め、レストラン収入はすべて日帰り・休憩部門で人員・金額をカウントしており、前年も
同様の基準により修正しております。 

日帰り・休憩部門は、箱根小涌園ユネッサンが岩盤浴の新設や「チョコレート＆ホワイトチョコレー

ト風呂」、「花粉症対策風呂」、ドクターフィッシュを体験できる風呂等の企画が集客へ結びつき、利

用人員が大きく伸びた結果、前年同期比87百万円の増収となりました。 

 宿泊部門ではユネッサンプランや平日商品は好調だったものの、箱根ホテル小涌園における維持改修

工事（１～４月客室工事3400室）の影響があり、前年同期比2百万円の減収となりました。この結果、

事業全体の売上は前年同期比70百万円の増収となりました。 

 営業利益では、集客費用等のコスト増加はあったものの、ユネッサンの開業費の償却が終了したこと

もあり、前年同期比で74百万円改善し、53百万円の損失の計上となりました。 

  

ラグジュアリーホテル事業 

  

 
＊利用単価は単純合算をベースに算出しています

宿泊部門は稼働に応じた、きめ細かい価格設定の成果に加え、団体セールスも好調で、単価、客室稼

働率ともに改善し、前年同期比115百万円の増収となりました。 

 婚礼部門は件数減となりましたが、１件当たりの人員および単価増で前年同期比26百万円の増収とな

りました。 

 宴会部門は利用単価の上昇を中心に、前年同期比42百万円の増収となりました。 

 レストラン部門は中国料理「養源斎」閉鎖の影響（△169百万円）がありましたが、その他は全般に

堅調で前年同期比74百万円の減収に止まりました。増設したスパ・トリートメント施設（上記分類では

「その他」に含む）の売上寄与もあり、事業全体では前年同期比239百万円の増収となりました。 

 スパ・トリートメント施設の費用が発生したものの、諸費用の削減努力も貢献し、営業利益は前年同

売上高 
(百万円)

対前年 
同期比 
(百万円)

増減率 
(％)

利用人員
(千名)

対前年
同期比 
(千名)

増減率
(％)

利用単価
(円)

対前年 
同期比 
(円)

増減率
(％)

日帰り・ 
休憩部門

1,640 87 5.6 662 35 5.6 2,476 1 0.0

宿泊部門
850 △2 △0.3

139 △2 △2.0
6,107 106 1.8

(客室稼働率) 77.3％ △3.1％ －

その他 
(消去含む)

563 △14 △2.5 － － － － － －

合計 3,055 70 2.4 801 32 4.2 3,810 △69 △1.8

売上高 
(百万円)

対前年 
同期比 
(百万円)

増減率 
(％)

利用人員
(千名)

対前年
同期比 
(千名)

増減率
(％)

利用単価
(円)

対前年 
同期比 
(円)

増減率
(％)

宿泊部門
1,084 115 11.9

55 1 2.4
19,586 1,657 9.2

(客室稼働率) 65.3％ 2.5％ －

婚礼部門
690 26 3.9

23 0 △1.7
29,698 1,612 5.7

(婚礼件数) 326件 △30件 －

宴会部門 503 42 9.2 37 0 △2.6 13,430 1,445 12.1

レストラン部門 936 △74 △7.4 175 △6 △3.4 5,339 △227 △4.1

その他 
(消去含む)

561 129 30.1 － － － － － －

合計 3,775 239 6.8 291 △6 △2.1 12,954 1,076 9.1



期比302百万円増益の216百万円となりました。 

  

ホスピタリティ周辺事業 

  

 
  

㈱フェアトンは新規受託の増加および首都圏契約ホテルを中心に客室稼働率が上昇したことにより増

収となったものの、藤田観光工営㈱では造園工事の受託が、また藤田グリーン・サービス㈱では保養施

設の管理受託がそれぞれ減少、ゴルフ事業（上記分類では「その他」に含む）においては、降雪による

クローズの影響もあり、事業全体では前年同期比131百万円の減収となりました。 

 営業利益については藤田観光工営㈱の原価率の改善、不動産事業における旧本社ビルに関わる修繕

費、地代家賃の減少により、前年同期比62百万円増益の16百万円となりました。 

  

リージョナルホテル事業 

  

 
  

京都・奈良で３ホテルを運営する藤田ホテルマネジメント㈱は、宴会部門でイベントや一般宴会が順

調に推移し増収となるも、宿泊においては大型団体、個人客が減少となり、前年同期比減収となりまし

た。伊東・鳥羽・島原の３小涌園合計では前年同期比増収となった結果、事業全体では前年同期比27百

万円の増収となりました。営業利益は修繕費等費用の増加もあり、前年同期比17百万円減益の48百万円

となりました。 

  

その他事業 

その他事業の売上高は前年同期比1百万円の増収の248百万円、営業利益は前年同期比4百万円増益の

33百万円となりました。 

売上高 
(百万円)

対前年 
同期比 
(百万円)

増減率 
(％)

不動産事業 350 △51 △12.8

藤田グリーン・サ
ービス㈱

1,016 △81 △7.4

㈱フェアトン 2,709 116 4.5

その他 
(消去含む)

1,600 △115 △6.7

合計 5,676 △131 △2.3

売上高 
(百万円)

対前年 
同期比 
(百万円)

増減率 
(％)

藤田ホテルマネジ
メント㈱

1,825 △7 △0.4

その他 
(消去含む)

901 34 4.0

合計 2,727 27 1.0



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ3,560百万円増加

し、6,233百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは2,672百万円となり、営業利益の改

善により前年同期比では1,115百万円の増加となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは6,336百万円となり、前年同期比で

は7,410百万円の増加となりました。これは主にホテルフジタ京都、成田エアポートワシントンホテル

の土地・建物等を譲渡したことによる有形固定資産の売却によるものと、敷金の流動化および本社移転

などによる差入保証金の返還によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動および投資活動によるキャッシュ・フローの合計9,008百万円を、借入金の返済を中心とする

財務活動に5,449百万円充当した結果、当中間連結会計末における現金及び現金同等物は前年同期比に

比べて3,560百万円増加しました。 

なお、当中間連結会計期間末におけるネット借入金（総借入金－現金及び預金）は38,977百万円とな

り、「事業改革」での目標（本年度末40,000百万円）内の水準となっております。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりであります。 
  

 
(注) １ セグメント間の取引を含んでおります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

ブライダル＆バンケット事業 6,499 3.7

ワシントンホテル事業 13,595 0.8

レジャー事業 3,055 2.4

ラグジュアリーホテル事業 3,775 6.8

ホスピタリティ周辺事業 5,676 △2.3

リージョナルホテル事業 2,727 1.0

その他事業 248 0.5

内部消去等 △1,939 △1.1

合計 33,639 1.7



３ 【対処すべき課題】 

1.「事業改革」～中期経営計画 

 当社グループは、平成16年から3ヵ年の中期経営計画「事業改革」に取組んでおります。当計画の目的

は、持続的な成長と発展のため、“事業構造の見直しと財務体質の健全化を図ること”であります。 

 なお「事業改革」では、連結でＲＯＡ6.0％、経常利益60億円、有利子負債400億円を目標としており、

その基本方針は次のとおりです。 

①選択と集中 

 事業拡大を「ブライダル＆バンケット事業」「ワシントンホテル事業」に絞込み、両事業を市場、顧客

ニーズに合致したコンセプトに見直したうえで、重点的に経営資源を注入することによって、収益の拡大

を図っていきます。一方、成長の見込めない事業については順次、整理を進めることで、より収益性の高

い事業構造へと変革し、ホスピタリティ産業のなかで、個性と特色をしっかりと持った企業グループとし

て、ホテル・婚礼・宴会事業において、トップクラスを目指します。 

②資産、負債の圧縮 

 売却可能な遊休資産の全てを売却するとともに、事業用資産についても、事業の成長性と収益性の観点

から個々の資産の保有意義を見直したうえで、売却を推進することにより資産を大幅に圧縮、その資産売

却による資金を借入金の返済に優先的に充当することで、有利子負債についても大幅に圧縮し、ＲＯＡの

向上に努めます。 

③企業風土の改革 

 平成16年4月よりカンパニー制を導入し、権限の委譲と責任の明確化を促進し、経営のスピード化を図

っております。また、人事制度において実力主義を基本とする従業員の処遇制度と育成プログラムの充実

を図ります。これらの制度改革により、全従業員が、主体的、能動的に業務に取り組む企業風土を醸成い

たします。 

  

2.「事業改革」の進捗状況 

「事業改革」の最終年度である平成18年度は、基本方針である「選択と集中」を行い「資産・負債を圧

縮」して経営の効率化をさらに推し進めております。 

（1）平成18年度上期  

①ゲストハウスウェディング事業に参入 

 平成18年1月に、一棟貸切りで挙式・パーティーを行えるウェディング専用のゲストハウス“ＣＯＮＶ

ＩＶＩＯＮ－コンヴィヴィオン”を、東京・南青山にオープンしました。藤田観光グループは、これまで

に椿山荘（東京・目白）・太閤園（大阪）といった専門式場や、フォーシーズンズホテル椿山荘 東京

（東京・目白）などのホテルでのウェディングを展開してきましたが、新たな婚礼スタイルであるゲスト

ハウスウェディングへの展開を行うことで、婚礼施設のラインアップを充実し、婚礼業界トップクラスの

地位をゆるぎないものにしていきます。 

②子会社の会社分割 

 平成18年4月から5月にかけてワシントンホテル事業の利益最大化を図る一環として、地域におけるワシ

ントンホテル事業の競争力強化、また、独立採算制組織を明確にするために、仙台、宇都宮、秋田、長

崎、新潟、成田、沖縄、福井の8つのワシントンホテルを経営する藤田観光㈱の100％子会社である藤田観

光ワシントンホテル㈱を分割いたしました。 

 藤田観光ワシントンホテル㈱は債務超過状態にありましたので、藤田観光㈱の債権放棄により債務超過

を解消し、同じく藤田観光㈱の100％子会社である㈱仙台ワシントンホテルサービス、㈱宇都宮ワシント

ンホテルサービス、㈱長崎ワシントンホテルサービス、㈱新潟ワシントンホテルサービス、㈱秋田ワシン



トンホテルサービス、㈱沖縄ワシントンホテルサービス、㈱福井ワシントンホテルサービスの7社を承

継会社として、吸収分割を実施致しました（なお、承継会社7社はそれぞれに名称を付しているワシント

ンホテルの運営を受託していた会社であります）。また、吸収分割実施後、承継会社7社に対し増資を実

施しました。（合計約6億円） 

 なお、成田エアポートワシントンホテルを運営受託しておりました㈱成田ワシントンホテルサービス

は、同ホテルを譲渡したため平成18年6月に解散致しました。 

③固定資産の譲渡 

 「資産・負債の圧縮」の一環として平成18年度上期に次の資産の譲渡を実施しました。 

（単位：百万円） 

 
   ※1 営業につきましては、従来同様、子会社である藤田ホテルマネジメント㈱が5年間の定期建物賃貸借契約を締 
      結し、継続します。 
  ※2 営業につきましては、フランチャイズ形式により継続しております。 
   ※3 譲渡資産の帳簿価額等には、売却に係る諸経費を含んでおります。 

④本社移転 

 平成18年6月に本社を移転しました。これは、自社所有敷地内への移転により、コスト削減を図るととも

に、現場との意思疎通を密にし、より効率的、効果的な事業運営を行うためです。 

  

（2）平成18年度下期  

 ワシントンホテルの新規開業 

 集中事業のひとつであるワシントンホテル事業では、平成18年8月に札幌ワシントンホテルがＪＲ札幌

駅前に開業し、同10月には東京・銀座に最新機能を備えた新たなワシントンホテルが開業する予定となっ

ています。 

 
  

資産の内容および所在地 帳簿価額等 ※3 譲渡価額 売却益

ホテルフジタ京都※1

856 5,500 4,644

（客室188室、飲食店舗10店舗、

売店1、洋品店1、エステ1、美容1）

（敷地面積6,178.57㎡）

（延床面積14,237.52㎡）

（京都府京都市中京区二条大橋上る鉾田町543）

 成田エアポートワシントンホテル※2

840 1,500 659

 （客室299室、飲食店舗3店舗、売店1）

 （敷地面積   7,137.00㎡）

 （延床面積  14,882.15㎡）

 （千葉県成田市大山658-1）

新規開業ワシントンホテルの内容 備考

 札幌ワシントンホテル
平成16年７月１日より建て替
 えのため営業休止しておりま
 した

 （客室440室、飲食店舗1店舗）

 （北海道札幌市中央区北四条西4-1）

 銀座ワシントンホテル

 （客室270室、飲食店舗1店舗）

 （東京都中央区銀座7丁目）



3. 次期中期経営計画 

 現在進めている中期経営計画「事業改革」は平成18年度が最終年度となります。平成19年度を初年度と

する次期中期経営計画につきましては現在策定中であり、その内容が確定次第開示する予定です。 

  

事業改革では、総資産1,000億円、経常利益60億円を計上することにより、ＲＯＡ6.0％を達成すること

を第一目標としております。資産・負債の圧縮については順調に進捗しているものの、収益力の強化につ

いては引き続き課題として認識しております。今後諸施策をスピードを上げて徹底していくことで収益力

を強化し、より健全な財務体質を確立してまいります。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

（１）提出会社 

  当中間連結会計期間において、以下の設備を売却しました。 

 
  

（２）国内子会社 

  当中間連結会計期間において、以下の設備を売却しました。 

 
  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備計画の完了 

  前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、 
  次のとおりであります。 

 
  

  

事業所（所在地）
事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

建物及び
構築物

工具・器
具・備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

ホテルフジタ京都 
（京都府京都市中京区）

リージョナル
ホテル事業

ホテル 611 34 33
(6,179)

176 856

会社名
事業所 
（所在地）

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

建物
及び 
構築物

工具・
器具・ 
備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

藤田観光 
ワシントン 
ホテル㈱

成田エアポート 
ワシントンホテル
（千葉県成田市）

ワシントン 
ホテル事業

ホテル 509 26 283
(7,137)

21 840

会社名 事業所（所在地）
事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
投資額
（百万円）

完了年月

提出会社
コンヴィヴィオン 
（東京都港区）

ブライダル＆
バンケット事業

宴会場新設 184 平成18年1月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 440,000,000

計 440,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 122,074,243 122,074,243

東京証券取引所
市場第１部 
大阪証券取引所 
市場第１部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 122,074,243 122,074,243 ─ ─

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年１月１日～ 
平成18年６月30日

― 122,074,243 ― 12,081 ― 3,020



(4) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) １ 株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

２ 当社は、自己株式5,595千株(4.58％)を保有しておりますが、上記大株主から除いております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

同和鉱業㈱ 東京都千代田区外神田４丁目14番１号 31,833 26.07

森トラスト㈱ 東京都港区虎ノ門２丁目３番17号 17,328 14.19

㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 4,883 4.00

㈱みずほコーポレート銀行 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行㈱)

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

4,611 3.77

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
(常任代理人 モルガン・スタン
レー証券㈱)

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON
E14 4QA ENGLAND 
(東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号)

3,648 2.98

中央三井信託銀行㈱ 
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行㈱)

東京都港区芝３丁目33番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番11号)

3,578 2.93

明治安田生命保険(相) 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行㈱)

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

3,008 2.46

みずほ信託銀行㈱ 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行㈱)

東京都中央区八重洲１丁目２番１号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号)

2,834 2.32

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,729 2.23

㈱静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10番 2,530 2.07

計 ― 76,986 63.07



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) １ 単元未満株式には、当社所有の自己株式765株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が３単元(議決権３個)含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

5,595,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

115,782,000
115,782 同上

単元未満株式
普通株式

697,243
― 同上

発行済株式総数 122,074,243 ― ―

総株主の議決権 ― 115,782 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
藤田観光㈱

東京都文京区関口２丁目10
番８号

5,595,000 ― 5,595,000 4.58

計 ― 5,595,000 ― 5,595,000 4.58

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 975 954 892 865 817 846

最低(円) 827 830 758 769 769 718



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年１月１日から平成17年

６月30日まで)および前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)の中間連結財務諸表

および中間財務諸表については、中央青山監査法人による監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年１

月１日から平成18年６月30日まで)および当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)

の中間連結財務諸表および中間財務諸表については、みすず監査法人および東陽監査法人による中間監査

を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日付で名称変更し、みすず監査法人となっております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,938 6,233 2,673

 ２ 受取手形及び売掛金 3,659 3,694 4,112

 ３ 有価証券 10 ― ―

 ４ たな卸資産 ※２ 3,521 478 2,892

 ５ 繰延税金資産 326 820 1,982

 ６ その他 4,464 4,079 4,772

   貸倒引当金 △1,094 △1,905 △1,901

     流動資産合計 13,826 12.3 13,401 12.4 14,532 12.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１、

２、４

  (1) 建物及び構築物 46,310 44,642 45,378

  (2) 工具・器具・備品 2,135 2,287 2,165

  (3) 土地 11,159 11,176 10,170

  (4) コース勘定 3,106 3,106 3,106

  (5) 建設仮勘定 14 2 61

  (6) その他 743 727 740

     有形固定資産 
     合計

63,470 56.8 61,943 57.4 61,623 54.0

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 259 203 237

  (2) 鉱泉利用権 12 ― ―

  (3) その他 146 155 162

     無形固定資産 
     合計

418 0.4 358 0.3 400 0.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 17,453 23,544 27,800

  (2) 長期貸付金 333 332 332

  (3) 差入保証金 8,461 7,387 8,461

  (4) 繰延税金資産 7,426 826 870

  (5) その他 308 78 111

    貸倒引当金 △0 △0 △1

    投資その他の資産 
    合計

33,982 30.4 32,168 29.8 37,575 32.9

     固定資産合計 97,871 87.6 94,470 87.6 99,599 87.3

Ⅲ 繰延資産

   開発費 67 1 3

     繰延資産合計 67 0.1 1 0.0 3 0.0

   資産合計 111,766 100.0 107,873 100.0 114,135 100.0

 



前中間連結会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 1,615 1,514 1,888

 ２ 短期借入金 ※２ 22,565 16,755 17,885

 ３ 一年以内に返済期限 
   の到来する長期借入 
   金

※２ 9,275 7,725 8,269

 ４ 未払法人税等 176 205 359

 ５ 未払消費税等 160 325 156

 ６ 賞与引当金 160 122 135

 ７ その他 6,780 7,024 7,147

    流動負債合計 40,734 36.5 33,673 31.2 35,842 31.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 24,528 20,731 24,492

 ２ 繰延税金負債 0 ― ―

 ３ 退職給付引当金 6,559 6,687 6,644

 ４ 役員退職引当金 206 224 256

 ５ 会員預り保証金 17,566 16,995 17,262

 ６ その他 1,821 1,541 1,791

    固定負債合計 50,682 45.3 46,180 42.8 50,445 44.2

    負債合計 91,416 81.8 79,853 74.0 86,288 75.6

(少数株主持分)

  少数株主持分 302 0.3 ― ― 305 0.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 12,081 10.8 ― ― 12,081 10.6

Ⅱ 資本剰余金 11,560 10.3 ― ― 11,560 10.1

Ⅲ 利益剰余金 △4,259 △3.8 ― ― △2,847 △2.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

2,933 2.6 ― ― 9,029 7.9

Ⅴ 自己株式 △2,269 △2.0 ― ― △2,282 △2.0

   資本合計 20,047 17.9 ― ― 27,541 24.1

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

111,766 100.0 ― ― 114,135 100.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 12,081 11.2 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 5,867 5.4 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― 5,387 5.0 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △2,293 △2.1 ― ―

   株主資本合計 ― ― 21,043 19.5 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 6,675 6.2 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 6,675 6.2 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 300 0.3 ― ―

   純資産合計 ― ― 28,019 26.0 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 107,873 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 売上高 33,073 100.0 33,639 100.0 68,858 100.0

Ⅱ 売上原価 30,829 93.2 30,618 91.0 62,442 90.7

    売上総利益 2,244 6.8 3,020 9.0 6,415 9.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,644 5.0 1,576 4.7 3,327 4.8

    営業利益 599 1.8 1,444 4.3 3,088 4.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 0 0 0

 ２ 受取配当金 177 241 186

 ３ 持分法による 
   投資利益

― ― 10

 ４ その他 129 307 0.9 163 404 1.2 326 524 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 386 341 751

 ２ 持分法による 
   投資損失

102 296 ―

 ３ その他 128 617 1.9 130 768 2.3 255 1,007 1.5

    経常利益 290 0.8 1,080 3.2 2,604 3.8

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 7 5,304 1,459

 ２ 投資有価証券清算益 ― ― 721

 ３ 厚生年金基金 
   残余財産分配益

― ― 163

 ４ ホテル賃料精算益 114 ― 114

 ５ その他 ― 121 0.4 ― 5,304 15.7 31 2,490 3.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※４ 40 373 500

 ２ 減損損失 ※３ 12,290 280 12,318

 ３ 本社移転費用 ― 122 ―

 ４ 貸倒引当金繰入額 ― 15 827

 ５ 販売用不動産評価損 ― ― 753

 ６ 投資有価証券評価損 19 ― 19

 ７ その他 21 12,371 37.4 96 887 2.6 270 14,690 21.3

   税金等調整前中間 
   純利益又は中間 
   (当期)純損失(△)

△11,960 △36.2 5,497 16.3 △9,594 △13.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

109 109 352

   法人税等調整額 △3,062 △2,953 △9.0 2,809 2,919 8.7 △2,353 △2,000 △2.9

   少数株主利益 4 0.0 3 0.0 6 0.0

   中間純利益又は中間 
   (当期)純損失(△)

△9,011 △27.2 2,574 7.7 △7,600 △11.0



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日

至 平成17年６月30日)

前連結会計年度の

要約連結剰余金計算書

(自 平成17年１月１日

至 平成17年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

資本剰余金の部

Ⅰ 資本剰余金期首残高 11,560 11,560

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 11,560 11,560

利益剰余金の部

Ⅰ 利益剰余金期首残高 5,371 5,371

Ⅱ 利益剰余金増加高

   連結子会社増加に伴う 

   利益剰余金増加高
8 8 8 8

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 中間(当期)純損失 9,011 7,600

 ２ 配当金 582 582

 ３ 取締役賞与金 44 9,638 44 8,227

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 △4,259 △2,847



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

（単位：百万円）

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高 12,081 11,560 △2,847 △2,282 18,512

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 2,574 2,574

 その他資本剰余金の取崩 △5,693 5,693 ―

 役員賞与支給額 △32 △32

 自己株式の取得 △11 △11

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額 (純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 ― △5,693 8,235 △11 2,530

平成18年６月30日残高 12,081 5,867 5,387 △2,293 21,043

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成17年12月31日残高 9,029 9,029 305 27,846

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 2,574

 その他資本剰余金の取崩 ―

 役員賞与支給額 △32

 自己株式の取得 △11

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)
△2,353 △2,353 △4 △2,357

中間連結会計期間中の変動額合計 △2,353 △2,353 △4 172

平成18年６月30日残高 6,675 6,675 300 28,019



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日

至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日

至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年１月１日

至 平成17年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間純利益 

   又は中間(当期)純損失(△)
△11,960 5,497 △9,594

 ２ 減価償却費 1,693 1,567 3,373

 ３ 減損損失 12,290 280 12,318

 ４ 本社移転費用 ― 122 ―

 ５ 連結調整勘定償却額 △3 △2 △7

 ６ 貸倒引当金の増減額 △2 3 804

 ７ 賞与引当金の増減額 2 △12 △22

 ８ 役員退職引当金の増減額 △16 △31 33

 ９ 退職給付引当金の増減額 △124 43 △38

 10 受取利息及び受取配当金 △178 △241 △187

 11 支払利息 386 341 751

 12 為替差益 △1 △1 △3

 13 有形固定資産売却益 △10 △5,304 △1,463

 14 持分法による投資損益 102 296 △10

 15 販売用不動産評価損 ― ― 753

 16 投資有価証券評価損 19 ― 19

 17 有形固定資産除却損 70 416 542

 18 有形固定資産売却損 ― ― 18

 19 ホテル賃料精算金 △114 ― △114

 20 投資有価証券清算益 ― ― △721

 21 売上債権の増減額 422 418 △31

 22 たな卸資産の減少額 ※２ 138 2,414 14

 23 仕入債務の減少額 △326 △374 △53

 24 未払消費税等の増減額 △395 168 △399

 25 役員賞与の支払額 △45 △35 △45

 26 その他の支出 ※２ △10 △2,469 △358

    小計 1,936 3,097 5,578

 27 利息及び配当金の受取額 178 241 187

 28 利息の支払額 △376 △337 △748

 29 本社移転費用支払額 ― △101 ―

 30 ホテル賃料精算金の受取額 ― ― 114

 31 法人税等の支払額 △181 △227 △302

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
1,556 2,672 4,828



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年１月１日

至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年１月１日

至 平成18年６月30日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

(自 平成17年１月１日

至 平成17年12月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 有価証券の売却による収入 ― ― 20

 ２ 有形及び無形固定資産の 

   取得による支出
△1,119 △1,561 △2,339

 ３ 有形及び無形固定資産の 

   売却による収入
111 6,825 2,637

 ４ 投資有価証券の取得による支出 ― ― △26

 ５ 投資有価証券の売却による収入 10 1 10

 ６ 投資有価証券の清算による収入 ― ― 791

 ７ 貸付金の回収による収入 0 0 0

 ８ 差入保証金の差入による支出 △72 △86 △73

 ９ 差入保証金の返還による収入 3 1,160 4

 10 その他投資活動 

   による収入・支出
△9 △2 100

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△1,074 6,336 1,125

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 2,030 △1,130 △2,650

 ２ 長期借入れによる収入 3,085 20 6,985

 ３ 長期借入金の返済による支出 △5,181 △4,325 △10,123

 ４ 自己株式の取得による支出 △8 △11 △21

 ５ 自己株式の売却による収入 0 ― 0

 ６ 配当金の支払額 △578 △1 △582

 ７ 少数株主への配当金の支払額 △2 △0 △2

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
△654 △5,449 △6,393

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

  換算差額
1 1 3

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △170 3,560 △435

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,061 2,673 3,061

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 

  現金同等物の増加額
46 ― 46

Ⅷ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
※１ 2,938 6,233 2,673



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

  子会社のうち次の30社を連結に

含めております。

島原温泉観光㈱

伊東リゾートサービス㈱

鳥羽リゾートサービス㈱

下田アクアサービス㈱

藤田ホテルマネジメント㈱

藤田観光ワシントンホテル㈱

藤田観光ワシントンホテル旭川㈱

関西エアポートワシントンホテル

㈱

キャナルシティ・福岡ワシントン

ホテル㈱

浦和ワシントンホテル㈱

東京ベイ有明ワシントンホテル㈱

札幌ワシントンホテル㈱

㈱仙台ワシントンホテルサービス

㈱宇都宮ワシントンホテルサービ

ス

㈱長崎ワシントンホテルサービス

㈱新潟ワシントンホテルサービス

㈱成田ワシントンホテルサービス

㈱秋田ワシントンホテルサービス

㈱沖縄ワシントンホテルサービス

㈱福井ワシントンホテルサービス

藤田グリーン・サービス㈱

藤田観光工営㈱

㈱フェアトン

ワシントンホテルシステム㈱

リザベーションサービス㈱

藤田リゾート開発㈱

能登興業開発㈱

㈱トラベルプラネット

㈱東京ビーピーエス

㈱ビジュアライフ

１ 連結の範囲に関する事項

  子会社のうち次の30社を連結に

含めております。

島原温泉観光㈱

伊東リゾートサービス㈱

鳥羽リゾートサービス㈱

下田アクアサービス㈱

藤田ホテルマネジメント㈱

藤田観光ワシントンホテル㈱

藤田観光ワシントンホテル旭川㈱

関西エアポートワシントンホテル

㈱

キャナルシティ・福岡ワシントン

ホテル㈱

浦和ワシントンホテル㈱

東京ベイ有明ワシントンホテル㈱

札幌ワシントンホテル㈱

㈱仙台ワシントンホテルサービス

㈱宇都宮ワシントンホテルサービ

ス

㈱長崎ワシントンホテルサービス

㈱新潟ワシントンホテルサービス

㈱成田ワシントンホテルサービス

㈱秋田ワシントンホテルサービス

㈱沖縄ワシントンホテルサービス

㈱福井ワシントンホテルサービス

藤田グリーン・サービス㈱

藤田観光工営㈱

㈱フェアトン

ワシントンホテルシステム㈱

リザベーションサービス㈱

藤田リゾート開発㈱

能登興業開発㈱

㈱トラベルプラネット

㈱東京ビーピーエス

㈱ビジュアライフ

１ 連結の範囲に関する事項

  子会社のうち次の30社を連結に

含めております。

島原温泉観光㈱

伊東リゾートサービス㈱

鳥羽リゾートサービス㈱

下田アクアサービス㈱

藤田ホテルマネジメント㈱

藤田観光ワシントンホテル㈱

藤田観光ワシントンホテル旭川㈱

関西エアポートワシントンホテル

㈱

キャナルシティ・福岡ワシントン

ホテル㈱

浦和ワシントンホテル㈱

東京ベイ有明ワシントンホテル㈱

札幌ワシントンホテル㈱

㈱仙台ワシントンホテルサービス

㈱宇都宮ワシントンホテルサービ

ス

㈱長崎ワシントンホテルサービス

㈱新潟ワシントンホテルサービス

㈱成田ワシントンホテルサービス

㈱秋田ワシントンホテルサービス

㈱沖縄ワシントンホテルサービス

㈱福井ワシントンホテルサービス

藤田グリーン・サービス㈱

藤田観光工営㈱

㈱フェアトン

ワシントンホテルシステム㈱

リザべ－ションサービス㈱

藤田リゾート開発㈱

能登興業開発㈱

㈱トラベルプラネット

㈱東京ビーピーエス

㈱ビジュアライフ



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

  なお、㈱ビジュアライフは、重
要性が増したため当中間連結会
計年度より連結の範囲に含めて
おります。

  非連結子会社(八洲開発協力㈱
他)は、いずれも小規模であ
り、総資産、売上高、中間純損
益(持分に見合う額)および利益
剰余金(持分に見合う額)等から
みてそれぞれ連結総資産、連結
売上高、中間純損益および利益
剰余金等に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ全体として中間連結
財務諸表に重要な影響を及ぼさ
ないため、連結の範囲から除い
ております。

  非連結子会社(八洲開発協力㈱
他)は、いずれも小規模であ
り、総資産、売上高、中間純損
益(持分に見合う額)および利益
剰余金(持分に見合う額)等から
みてそれぞれ連結総資産、連結
売上高、中間純損益および利益
剰余金等に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ全体として中間連結
財務諸表に重要な影響を及ぼさ
ないため、連結の範囲から除い
ております。

  なお、㈱ビジュアライフは重要
性が増したため当連結会計年度
より連結の範囲に含めておりま
す。 
非連結子会社(八洲開発協力㈱
他)は、いずれも小規模であ
り、総資産、売上高、当期純損
益(持分に見合う額)および利益
剰余金(持分に見合う額)等から
みてそれぞれ連結総資産、連結
売上高、連結純損益および利益
剰余金等に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ全体として連結財務
諸表に重要な影響を及ぼさない
ため、連結の範囲から除いてお
ります。

２ 持分法の適用に関する事項
  持分法適用会社は下記の２社で

あり、いずれも関連会社であり
ます。

  秋田地熱エネルギー㈱
  東海汽船㈱
  持分法を適用していない非連結

子会社(八洲開発協力㈱他)およ
び関連会社(ワシントンコンド
ミニアム㈱他)は、中間純損益
(持分に見合う額)および利益剰
余金(持分に見合う額)等からみ
てそれぞれ中間純損益および利
益剰余金等に及ぼす影響が軽微
であり、かつ全体として中間連
結財務諸表に重要な影響を及ぼ
さないため、持分法の範囲から
除いております。

２ 持分法の適用に関する事項
  持分法適用会社は下記の２社で

あり、いずれも関連会社であり
ます。

  秋田地熱エネルギー㈱
  東海汽船㈱
  持分法を適用していない非連結

子会社(八洲開発協力㈱他)およ
び関連会社(ワシントンコンド
ミニアム㈱他)は、中間純損益
(持分に見合う額)および利益剰
余金(持分に見合う額)等からみ
てそれぞれ中間純損益および利
益剰余金等に及ぼす影響が軽微
であり、かつ全体として中間連
結財務諸表に重要な影響を及ぼ
さないため、持分法の範囲から
除いております。

２ 持分法の適用に関する事項
  持分法適用会社は下記の２社で

あり、いずれも関連会社であり
ます。

  秋田地熱エネルギー㈱
  東海汽船㈱
  持分法を適用していない非連結

子会社(八洲開発協力㈱他)およ
び関連会社(ワシントンコンド
ミニアム㈱他)は、当期純損益
(持分に見合う額)および利益剰
余金(持分に見合う額)等からみ
てそれぞれ連結純損益および利
益剰余金等に及ぼす影響が軽微
であり、かつ全体として連結財
務諸表に重要な影響を及ぼさな
いため、持分法の範囲から除い
ております。

３ 連結子会社の中間決算日等に
関する事項

  連結子会社の中間決算日は、中
間連結決算日と一致しておりま
す。

３ 連結子会社の中間決算日等に
関する事項

  連結子会社の中間決算日は、中
間連結決算日と一致しておりま
す。

３ 連結子会社の決算日等に関す
る事項

  連結子会社の決算日は、連結決
算日と一致しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

…償却原価法

その他有価証券(時価のある

もの)

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算出しております。)

その他有価証券(時価のない

もの)

…総平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

…同左

その他有価証券(時価のある

もの)

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法に

より算出しております。)

その他有価証券(時価のない

もの)

…同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

…同左

その他有価証券(時価のある

もの)

…決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算出しております。)

その他有価証券(時価のない

もの)

…同左

②たな卸資産

…不動産商品、未成工事支出

金については個別法による

原価法、その他のたな卸資

産については移動平均法お

よび最終仕入原価法併用に

よる原価法

②たな卸資産

…同左

②たな卸資産

…同左

③デリバティブ

…時価法

③デリバティブ

…同左

③デリバティブ

…同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産

…法人税法に規定する定額法

なお、取得価額が10万円以上

20万円未満の減価償却資産に

ついては、３年間で均等償却

しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産

…同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産

…同左

②無形固定資産

…法人税法に規定する定額法

(ソフトウェアを除く)

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

②無形固定資産

…同左

②無形固定資産

…同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法

開発費については商法施行規

則の規定する最長期間(５年)

で毎期均等額を償却しており

ます。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

開発費については５年で毎期

均等額を償却しております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

開業費については商法施行規

則の規定する最長期間(５年)

で毎期均等額を償却しており

ます。 

開発費については商法施行規

則の規定する最長期間(５年)

で毎期均等額を償却しており

ます。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

…債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては過去の一定期間にお

ける貸倒実績から算出した

貸倒実績率により計上し、

貸倒懸念債権など特定の債

権については個別に債権の

回収可能性を検討し回収不

能見込額を計上しておりま

す。

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

…同左

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

…同左

②賞与引当金

…従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額に基づ

き計上しております。

②賞与引当金

…同左

②賞与引当金

…同左

③退職給付引当金

…従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込

額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生して

いると認められる額を計上

しております。

なお、会計基準変更時差異

(△1,260百万円)について

は、15年による按分額を費

用処理しております。

また、数理計算上の差異に

ついては、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)で、翌連

結会計年度から定額法によ

り費用処理しております。

③退職給付引当金

…同左

③退職給付引当金

…従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込

額に基づき、当連結会計年

度において発生していると

認められる額を計上してお

ります。

なお、会計基準変更時差異

(△1,260百万円)について

は、15年による按分額を費

用処理しております。

また、数理計算上の差異に

ついては、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)で、翌連

結会計年度から定額法によ

り費用処理しております。

④役員退職引当金

…役員の退職慰労金支出に備

えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上して

おります。

④役員退職引当金

…同左

④役員退職引当金

…役員の退職慰労金支出に備

えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しており

ます。

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

…同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

…同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

…原則として繰延ヘッジ処理

を採用しておりますが、特

例処理の適用要件を満たし

ている金利スワップについ

ては、特例処理によってお

ります。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

…同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

…同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

…デリバティブ取引(金利ス

ワップ取引)

ヘッジ対象

…借入金金利

②ヘッジ手段とヘッジ対象

…同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

…同左

③ヘッジ方針

相場変動によるリスクを回避

する目的で、対象物の範囲内

に限定して個々の取引ごとに

ヘッジしております。

③ヘッジ方針

…同左

③ヘッジ方針

…同左

④ヘッジの有効性評価の方法

原則としてヘッジ開始時から

有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象の相場変

動の累計とヘッジ手段の相場

変動の累計とを比較し、両者

の変動額等を基礎にして、評

価しております。

④ヘッジの有効性評価の方法

…同左

④ヘッジの有効性評価の方法

…同左

(7) 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

(7) 消費税等の会計処理方法

…同左

(7) 消費税等の会計処理方法

…同左

(8) 当中間連結会計期間に係る納

付税額および法人税等調整額

は、親会社の当期において予

定している利益処分による圧

縮積立金の取崩しを前提とし

て当中間連結会計期間に係る

金額を計算しております。

(8) 同左 ＿＿＿＿＿＿＿＿

５ 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金および容易

に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期投資からなってお

ります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

…同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない短期投資からなっておりま

す。



会計処理の変更 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

＿＿＿＿＿＿＿＿ (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月9日 企業会計基準第5

号）および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準適用指

針第8号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は27,718百万円でありま

す。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿ (役員賞与に関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用しており

ます。 

 なお、役員賞与の金額は事業年度

の業績等に基づき算定することとな

っており、中間会計期間において合

理的に見積もることが困難であるた

め、当中間連結会計期間については

費用処理をしておりません。また、

これによる営業利益、経常利益およ

び税金等調整前中間純利益に与える

影響、またセグメントに与える影響

はありません。 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))および「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号)を適用しております。 

 これにより減損損失12,290百万円

を計上し、減価償却費は当該適用前

に比して56百万円、リース料は当該

適用前に比して81百万円減少してお

ります。この結果、営業利益および

経常利益が138百万円増加し、税金

等調整前中間純利益が12,152百万円

減少しております。

＿＿＿＿＿＿＿＿ (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 この変更にともない、減損損失

12,318百万円を計上し、減価償却費

は当該適用前に比して100百万円、

リース料は当該適用前に比して159

百万円減少しております。この結

果、営業利益および経常利益が259

百万円増加し、税金等調整前当期純

損失が12,058百万円増加しておりま

す。



 
  

表示方法の変更 
  

 
  

追加情報 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 また、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。

＿＿＿＿＿＿＿＿  また、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

＿＿＿＿＿＿＿＿ （中間連結貸借対照表）

 前中間連結会計期間において区分掲記しておりまし

た固定資産の「鉱泉利用権」（当中間連結会計期間10

百万円）は、資産の総額の5/100以下であり、金額が僅

少となっているため、当中間連結会計期間から、無形

固定資産の「その他」に含めて表示しております。ま

た、同じく前中間連結会計期間において区分掲記して

おりました固定負債の「繰延税金負債」（当中間連結

会計期間0百万円）は、負債及び純資産の合計額の

1/100以下であり、金額が僅少となっているため、当中

間連結会計期間から、固定負債の「その他」に含めて

表示しております。

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(外形標準課税制度) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

にともない、当中間連結会計期間か

ら「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」(平成16年２

月13日 企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号)に従い法人事業税

の付加価値割および資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が79百万円増加し、営業利益、経常

利益がそれぞれ同額減少し、税金等

調整前中間純損失が同額増加してお

ります。

＿＿＿＿＿＿＿＿ (外形標準課税制度) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

にともない、当連結会計年度から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割および資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が139百万円増加し、営業利益、経

常利益がそれぞれ同額減少し、税金

等調整前当期純損失が同額増加して

おります。 

 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、次のとおりでありま

す。

建物及び 
構築物

50,044百万円

工具・器具・ 
備品

10,785 〃

その他の 
有形固定資産

4,175 〃

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、次のとおりでありま

す。

建物及び
構築物

46,225百万円

工具・器具・
備品

9,474 〃

その他の
有形固定資産

3,857 〃

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、次のとおりでありま

す。

建物及び
構築物

49,339百万円

工具・器具・ 
備品

10,420 〃

その他の
有形固定資産

4,064 〃

※２ 担保提供資産の状況は次のと

おりであります。

長期借入金(うち１年以内に

返済期限の到来する長期借入

金を含む)および短期借入金

44,975百万円に対して次の担

保を提供しております。

(1) 不動産商品 14百万円

(2) 有形
固定資産

39,436 〃

(3) 投資
有価証券

6,918 〃  

※２ 担保提供資産の状況は次のと

おりであります。

長期借入金(うち１年以内に

返済期限の到来する長期借入

金を含む)および短期借入金

35,943百万円に対して次の担

保を提供しております。

(1) 有形
固定資産

37,489百万円

(2) 投資
有価証券

7,471 〃 

※２ 担保提供資産の状況は次のと

おりであります。

長期借入金(うち１年以内に

返済期限の到来する長期借入

金を含む)および短期借入金

41,786百万円に対して次の担

保を提供しております。

(1) 不動産商品 13百万円

(2) 有形
固定資産

38,753 〃

(3) 投資
有価証券

9,701 〃

 

３ 偶発債務として、下記のとお

り銀行取引に対する債務保証

があります。

ユーエフジェイ 
パートナーローン 
利用者

82百万円

 

３ 偶発債務として、下記のとお

り銀行取引に対する債務保証

があります。

ユーエフジェイ
パートナーローン
利用者

83百万円

※４ 不動産商品について、当面売

却が実現する可能性が乏しい

と判断されるため、不動産商

品から有形固定資産に2,288

百万円振替えております。な

お、振替えた一部の資産につ

いては減損損失を計上してお

ります。

５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行13行

と当座貸越契約および貸出コ

ミットメントライン契約を締

結しております。 

当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約および貸出コ

ミットメントライン契約に係

る借入未実行残高等は次のと

おりであります。 

 

当座貸越極度額およ
び貸出コミットメン
トラインの総額

18,995百万円

借入実行残高 12,555百万円

  差引額 6,440百万円

 

３ 偶発債務として、下記のとお

り銀行取引に対する債務保証

があります。

ユーエフジェイ 
パートナーローン 
利用者

87百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

※１ 販売費、一般管理費の主要な

費目および金額

従業員給料手当 568百万円

賞与引当金 

繰入額
10 〃

退職給付費用 35 〃

役員退職引当金 

繰入額
37 〃

広告宣伝費 101 〃

地代家賃 139 〃

貸倒引当金 

繰入額
6 〃

 

※１ 販売費、一般管理費の主要な

費目および金額

従業員給料手当 481百万円

賞与引当金 

繰入額
11 〃

退職給付費用 78 〃

役員退職引当金 

繰入額
34 〃

広告宣伝費 29 〃

地代家賃 129 〃

諸税公課 115 〃

減価償却費 48 〃

※１ 販売費、一般管理費の主要な

費目および金額

従業員給料手当 1,057百万円

賞与引当金 

繰入額
5 〃

退職給付費用 67 〃

役員退職引当金 

繰入額
73 〃

広告宣伝費 190 〃

保険料 36 〃

地代家賃 410 〃

貸倒引当金 

繰入額
16 〃

減価償却費 110 〃

※２ 固定資産売却益は、箱根小涌

谷35号社宅の土地の売却によ

るものであります。

※２ 固定資産売却益は、ホテルフ

ジタ京都および成田エアポー

トワシントンホテルの土地、

建物等の売却によるものであ

ります。

※２ 固定資産売却益は、主に東京

都千代田区富士見の土地等の

売却によるものであります。

 

※３ 減損損失を認識した資産グル

ープの概要

(単位：百万円)

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設

埼玉県 

さいた 

ま市他

建物及び 

構築物
333

工具・器具・ 

備品
85

ソフトウェア 0

その他 30

固定資産計 450

リース資産 331

合計 781

遊休不動 

産

東京都 

千代田 

区他

建物及び 

構築物
533

工具・器具・ 

備品
0

土地 10,191

建設仮勘定 32

その他 750

固定資産計 11,508

合計

建物及び 

構築物
867

工具・器具・ 

備品
86

土地 10,191

建設仮勘定 32

ソフトウェア 0

その他 780

固定資産計 11,959

リース資産 331

合計 12,290

 

※３ 減損損失を認識した資産グル

ープの概要
注記事項(中間連結貸借対照表関係)
４に記載のとおり、不動産商品を有
形固定資産に振替えを行っておりま
す。それにより、減損損失を以下の
とおり計上しております。

(単位：百万円)

用途 場所
減損損失

種 類 金 額

遊休 

不動産

三重県

鳥羽市

他

建 物 64

土 地 216

合 計 280

 

※３ 減損損失を認識した資産グル

ープの概要
(単位：百万円)

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設

埼玉県 

さいた 

ま市他

建物及び 

構築物
334

工具・器具・ 

備品
94

ソフトウェア 0

その他 30

固定資産計 458

リース資産 343

合計 802

遊休不動

産

東京都 

千代田 

区他

建物及び 

構築物
533

工具・器具・ 

備品
0

土地 10,198

建設仮勘定 32

その他 750

固定資産計 11,515

合計

建物及び 

構築物
867

工具・器具・ 

備品
94

土地 10,198

建設仮勘定 32

ソフトウェア 0

その他 780

固定資産計 11,974

リース資産 343

合計 12,318



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(資産のグルーピングの方法)
 当社グループは、資産を事業用資
産、共用資産、遊休資産にグループ
化し、事業用資産については事業の
種類別(営業施設)に区分し、概ね独
立したキャッシュ・フローを生み出
す最小の単位にて資産のグルーピン
グを行いました。その他の資産につ
いては、それぞれ個別の物件ごとに
区分しました。

(資産のグルーピングの方法)
同左

(資産のグルーピングの方法)
同左

(減損損失の認識に至った経緯)
 営業施設のうち、営業活動から生
ずる損益が継続してマイナスの施設
および資産の回収が見込めない資産
について減損損失を認識しました。
遊休不動産は、市場価格が下落して
いる資産について減損損失を認識し
ました。

(減損損失の認識に至った経緯)
 遊休不動産は、市場価値が下落し
ている資産について減損損失を認識
しました。

(減損損失の認識に至った経緯)
営業施設のうち、営業活動から生

ずる損益が継続してマイナスの施設
および資産の回収が見込めない資産
について減損損失を認識しました。
遊休不動産は、市場価格が下落して
いる資産について減損損失を認識し
ました。

(回収可能価額の算定方法)
 営業施設の回収可能価額は、使用
価値により測定しており、将来キャ
ッシュ・フローを7.1％で割り引い
て算定しております。遊休不動産の
回収可能価額は、正味売却価額によ
り測定しており、価格指標は鑑定評
価額および相続税財産評価基準に拠
る評価額を使用しております。

(回収可能価額の算定方法)
 回収可能価額は、正味売却価額に
より測定しており、価格指標は相続
税財産評価基準に拠る評価額等を基
に合理的に調整し、評価しておりま
す。

(回収可能価額の算定方法)
営業施設の回収可能価額は、使用

価値により測定しており、将来キャ
ッシュ・フローを7.1％で割り引い
て算定しております。遊休不動産の
回収可能価額は、正味売却価額によ
り測定しており、価格指標は鑑定評
価額および相続税財産評価基準に拠
る評価額を使用しております。

※４ 固定資産除却損の主なもの
は、平成17年５月29日をもっ
て営業を終了した大手前瓢た
んの建物、備品等を撤去した
ことにより発生したものであ
ります。

※４ 固定資産除却損の主なもの
は、平成18年５月に本社を移
転したことにより発生したも
のであります。

※４ 固定資産除却損の主なもの
は、「箱根小涌園」ポリネシ
ア風呂等の建物、備品等を撤
去したことにより発生したも
のであります。



次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日 
  至 平成18年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

前連結会計年度末 
株式数

当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計期間末 
株式数

 発行済株式
122,074,243株  ― ― 122,074,243株  

  普通株式

合計 122,074,243株 ― ― 122,074,243株  

 自己株式
5,641,062株 13,397株 ― 5,654,459株  

  普通株式(注)

合計 5,641,062株 13,397株  ―  5,654,459株  

  (注)普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加 13,217株、親会社株式を所有する持分法 
    適用会社に対する持分比率の上昇による増加 180株であります。

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間連

結会計期間末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額と

の関係

(平成17年６月30日)

現金及び預金勘定 2,938百万円
現金及び現金同等物 2,938 〃

 

 

※１ 現金及び現金同等物の中間連

結会計期間末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額と

の関係

(平成18年６月30日)

現金及び預金勘定 6,233百万円
現金及び現金同等物 6,233 〃

※２ 重要な非資金取引の内容
当中間会計期間において以下の重要
な非資金取引があります。

販売用不動産の有形
固定資産への振替高

2,288百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の連結会

計年度末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成17年12月31日)

現金及び預金勘定 2,673百万円
現金及び現金同等物 2,673 〃



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
(1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額および
中間連結会計期間末残高相当
額

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間連結

会計期間

末残高相

当額 

(百万円)

車両 
運搬具

87 56 1 29

工具・器 
具・備品

4,341 2,962 284 1,094

その他 75 54 9 11

合計 4,503 3,073 295 1,134

(注) 取得価額相当額は、未経
過リース料中間連結会計
期間末残高が有形固定資
産の中間連結会計期間末
残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法
により算定しておりま
す。

 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
(1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額および
中間連結会計期間末残高相当
額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失

累計額 

相当額 

(百万円)

中間連結

会計期間

末残高相

当額 

(百万円)

車両 
運搬具

21 11 1 7

工具・器 
具・備品

3,525 2,551 287 686

その他 115 36 9 68

合計 3,661 2,600 298 762

(注) 同左
 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
(1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額および
期末残高相当額       
 

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高

相当額 

(百万円)

車両
運搬具

59 48 1 9

工具・器
具・備品

4,444 3,301 289 853

その他 148 129 9 9

合計 4,652 3,479 300 872

(注) 取得価額相当額は、未経
過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等
に占める割合が低いた
め、支払利子込み法によ
り算定しております。

 

 

(2) 未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額およびリー
ス資産減損勘定中間連結会計
期間末残高

  未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額

１年内 510百万円

１年超 624 〃

合計 1,134 〃

  リース資産減損勘定 
中間連結会計期間末残高

221百万円

(注) 未経過リース料中間連結
会計期間末残高相当額
は、未経過リース料中間
連結会計期間末残高が有
形固定資産の中間連結会
計期間末残高等に占める
割合が低いため、支払利
子込み法により算定して
おります。

 

 

(2) 未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額およびリー
ス資産減損勘定中間連結会計
期間末残高

  未経過リース料中間連結会計
期間末残高相当額

１年内 315百万円

１年超 446 〃

合計 762 〃

  リース資産減損勘定 
中間連結会計期間末残高

95百万円

(注) 同左

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当
額およびリース資産減損勘定
期末残高相当額

  未経過リース料期末残高相当
額

１年内 402百万円

１年超 469 〃

合計 872 〃

  リース資産減損勘定 
期末残高

158百万円

(注) 未経過リース料期末残高
相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資
産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利
子込み法により算定して
おります。



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

(3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額および減損損失

支払リース料 395百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額

73 〃

減価償却費 
相当額

321 〃

減損損失 295 〃
 

(3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額および減損損失

支払リース料 294百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

62 〃

減価償却費
相当額

231 〃

減損損失 ― 〃
 

(3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額および減損損失

支払リース料 706百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額

142 〃

減価償却費 
相当額

563 〃

減損損失 300 〃

(4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料

１年内 5,315百万円

１年超 52,218 〃

合計 57,534 〃

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料

１年内 4,916百万円

１年超 43,442 〃

合計 48,358 〃

２ オペレーティング・リース取引
未経過リース料

１年内 4,982百万円

１年超 45,536 〃

合計 50,518 〃



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

区分

前中間連結会計期間(平成17年６月30日現在)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 44 45 0

計 44 45 0

区分

前中間連結会計期間(平成17年６月30日現在)

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 10,297 15,096 4,798

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 10,297 15,096 4,798

種類

前中間連結会計期間 
(平成17年６月30日現在)

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 128

(2) その他有価証券

   非上場株式 1,497

計 1,626



当中間連結会計期間 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

区分

当中間連結会計期間(平成18年６月30日現在)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 51 49 △1

計 51 49 △1

区分

当中間連結会計期間(平成18年６月30日現在)

取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 10,297 21,452 11,154

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 10,297 21,452 11,154

種類

当中間連結会計期間 
(平成18年６月30日現在)

中間連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 126

(2) その他有価証券

   非上場株式 1,426

計 1,552



前連結会計年度 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

区分

前連結会計年度(平成17年12月31日現在)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 51 50 △0

計 51 50 △0

区分

前連結会計年度(平成17年12月31日現在)

取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

(1) 株式 10,297 25,394 15,096

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 10,297 25,394 15,096

種類

前連結会計年度
(平成17年12月31日現在)

連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 128

(2) その他有価証券

   非上場株式 1,427

計 1,556



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため、開示対象はありません。

  

当中間連結会計期間 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため、開示対象はありません。

  

前連結会計年度 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため、開示対象はありません。

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

最近２中間連結会計期間および前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりでありま

す。 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

(単位：百万円) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な営業店舗等 

(1) ブライダル＆バンケット事業…当社が経営する椿山荘、太閤園、婚礼業態開発室に加えて、子会社で㈱

トラベルプラネットがあります。 

(2) ワシントンホテル事業…………当社が経営する札幌、秋葉原、新宿、横浜伊勢佐木町、横浜桜木町、キ

ャナルシティ・福岡、浦和、東京ベイ有明の各ワシントンホテルに加え

て、子会社で仙台ワシントンホテルを含め８箇所のワシントンホテルを

経営する藤田観光ワシントンホテル㈱など17社があります。 

(3) レジャー事業……………………当社が経営する箱根小涌園ならびに下田海中水族館に加えて、子会社で

下田アクアサービス㈱があります。 

(4) ラグジュアリーホテル事業……当社が経営するフォーシーズンズホテル椿山荘 東京があります。 

(5) ホスピタリティ周辺事業………当社が経営するカメリアヒルズカントリークラブおよび不動産業に加え

て、子会社で藤田観光工営㈱、㈱フェアトン、藤田グリーン・サービス

㈱など６社があります。 

(6) リージョナルホテル事業………子会社に京都国際ホテルを含め３箇所のホテルを経営する藤田ホテルマ

ネジメント㈱、島原温泉観光㈱など４社があります。 

(7) その他事業………………………顧客センターに加えて、子会社に㈱東京ビーピーエスがあります。 

３ 配賦不能営業費用はありません。 

４ 会計方針の変更 

「会計方針の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))および「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号)を適用しております。 

これにより、ワシントンホテル事業およびホスピタリティ周辺事業の営業費用(減価償却費およびリース料)

は、それぞれ133百万円および５百万円減少し、ワシントンホテル事業の営業利益は同額増加、ホスピタリ

ティ周辺事業の営業損失は同額減少しております。 

５ 追加情報 

「追加情報」に記載のとおり、「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９号)が平成15年３月

31日に公布され、平成16年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことにとも

ない、当中間連結会計期間から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割および資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 

この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、セグメント別の営業費用は、ブライダル＆バンケッ

ト事業が20百万円、ワシントンホテル事業が27百万円、レジャー事業が９百万円、ラグジュアリーホテル事

業が13百万円、ホスピタリティ周辺事業が３百万円、リージョナルホテル事業が４百万円それぞれ増加し、

営業利益が同額減少、または営業損失が同額増加しております。 
  

ブライダ

ル＆バン

ケット 

事業

ワシント

ンホテル

事業

レジャー 

事業

ラグジュ

アリーホ

テル事業

ホスピタ

リティ 

周辺事業

リージョ

ナルホテ

ル事業

その他 

事業
計

消去 

又は全社
連結

売上高

(1) 外部顧客に

対する売上高
6,258 13,486 2,975 3,533 3,966 2,693 159 33,073 ― 33,073

(2) セグメント間の

内部売上高又

は振替高

7 4 8 2 1,841 7 88 1,960 (1,960) ―

計 6,265 13,491 2,984 3,536 5,808 2,700 247 35,033 (1,960) 33,073

営業費用 5,662 13,331 3,112 3,621 5,854 2,634 218 34,434 (1,960) 32,473

営業利益又は 

営業損失(△)
603 159 △127 △85 △46 66 29 599 0 599



当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

(単位：百万円) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な営業店舗等 

(1) ブライダル＆バンケット事業…当社が経営する椿山荘、太閤園、コンヴィヴィオンに加えて、子会社で

㈱トラベルプラネットがあります。 

(2) ワシントンホテル事業…………当社が経営する札幌、秋葉原、新宿、横浜伊勢佐木町、横浜桜木町、キ

ャナルシティ・福岡、浦和、東京ベイ有明の各ワシントンホテルに加え

て、子会社で仙台ワシントンホテルを含め８箇所のワシントンホテルを

経営する藤田観光ワシントンホテル㈱など17社があります。 

(3) レジャー事業……………………当社が経営する箱根小涌園ならびに下田海中水族館に加えて、子会社で

下田アクアサービス㈱があります。 

(4) ラグジュアリーホテル事業……当社が経営するフォーシーズンズホテル椿山荘 東京があります。 

(5) ホスピタリティ周辺事業………当社が経営するカメリアヒルズカントリークラブおよび不動産業に加え

て、子会社で藤田観光工営㈱、㈱フェアトン、藤田グリーン・サービス

㈱など６社があります。 

(6) リージョナルホテル事業………子会社に京都国際ホテルを含め３箇所のホテルを経営する藤田ホテルマ

ネジメント㈱、島原温泉観光㈱など４社があります。 

(7) その他事業………………………顧客センターに加えて、子会社に㈱東京ビーピーエスがあります。 

３ 配賦不能営業費用はありません。 
  

ブライダ

ル＆バン

ケット 

事業

ワシント

ンホテル

事業

レジャー 

事業

ラグジュ

アリーホ

テル事業

ホスピタ

リティ 

周辺事業

リージョ

ナルホテ

ル事業

その他 

事業
計

消去 

又は全社
連結

売上高

(1) 外部顧客に

対する売上高
6,491 13,590 3,047 3,773 3,867 2,720 149 33,639 ― 33,639

(2) セグメント間の

内部売上高又

は振替高

8 5 8 2 1,808 7 99 1,939 (1,939) ―

計 6,499 13,595 3,055 3,775 5,676 2,727 248 35,578 (1,939) 33,639

営業費用 5,772 13,145 3,108 3,558 5,660 2,678 214 34,139 (1,944) 32,195

営業利益又は 

営業損失(△)
726 450 △53 216 16 48 33 1,438 5 1,444



前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

(単位：百万円) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な営業店舗等 

(1) ブライダル＆バンケット事業…当社が経営する椿山荘、太閤園、コンヴィヴィオンに加えて、子会社で

㈱トラベルプラネットがあります。 

(2) ワシントンホテル事業…………当社が経営する札幌、秋葉原、新宿、横浜伊勢佐木町、横浜桜木町、キ

ャナルシティ・福岡、浦和、東京ベイ有明の各ワシントンホテルに加え

て、子会社で仙台ワシントンホテルを含め８箇所のワシントンホテルを

経営する藤田観光ワシントンホテル㈱など17社があります。 

(3) レジャー事業……………………当社が経営する箱根小涌園ならびに下田海中水族館に加えて、子会社で

下田アクアサービス㈱があります。 

(4) ラグジュアリーホテル事業……当社が経営するフォーシーズンズホテル椿山荘 東京があります。 

(5) ホスピタリティ周辺事業………当社が経営するカメリアヒルズカントリークラブおよび不動産業に加え

て、子会社で藤田観光工営㈱、㈱フェアトン、藤田グリーン・サービス

㈱など６社があります。 

(6) リージョナルホテル事業………子会社に京都国際ホテルを含め３箇所のホテルを経営する藤田ホテルマ

ネジメント㈱、島原温泉観光㈱など４社があります。 

(7) その他事業………………………当社の顧客センターに加えて、子会社に㈱東京ビーピーエスがありま

す。 

３ 配賦不能営業費用はありません。 

４ 会計方針の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日)）および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31

日  企業会計基準適用指針第６号)を適用しております。 

この変更にともない、従来と同一の方法によった場合と比較して、営業費用(減価償却費およびリース料)

は、ワシントンホテル事業が258百万円、ホスピタリティ周辺事業が０百万円、リージョナルホテル事業が

０百万円それぞれ減少し、営業利益が同額増加しております。 

５ 追加情報 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことにともない、当連結会計年度末から「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号）に従い法人事業税の付加価値割および資本割については、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、セグメント別の営業費用は、ブライダル&バンケッ

ト事業が33百万円、ワシントンホテル事業が51百万円、レジャー事業が15百万円、ラグジュアリーホテル事

業が21百万円、ホスピタリティ周辺事業が6百万円、リージョナルホテル事業が10百万円それぞれ増加し、

営業利益が同額減少しております。 

  

ブライダ

ル＆バン

ケット 

事業

ワシント

ンホテル

事業

レジャー 

事業

ラグジュ

アリーホ

テル事業

ホスピタ

リティ 

周辺事業

リージョ

ナルホテ

ル事業

その他 

事業
計

消去 

又は全社
連結

売上高

(1) 外部顧客に

対する売上高
12,535 27,723 6,840 7,320 8,280 5,847 309 68,858 ― 68,858

(2) セグメント間の

内部売上高又

は振替高

15 8 17 4 3,775 19 185 4,027 (4,027) ―

計 12,550 27,732 6,857 7,325 12,056 5,867 495 72,885 (4,027) 68,858

営業費用 11,411 26,774 6,430 7,308 11,918 5,512 443 69,800 (4,030) 65,769

営業利益 1,138 958 426 16 137 355 51 3,084 3 3,088



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

在外子会社および重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

在外子会社および重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

在外子会社および重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  



(１株当たり情報) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 172.15円 １株当たり純資産額 238.09円 １株当たり純資産額 236.24円

１株当たり中間純損失 77.38円 １株当たり中間純利益 22.11円 １株当たり当期純損失 65.57円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純損失については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 

 

 

 

(注)１株当たり中間純利益の算定上

の基礎

中間連結損益計算書 
上の中間純損失

9,011百万円

普通株式に係る 
中間純損失

9,011百万円

普通株主に帰属しな 
い金額の主要な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の 
期中平均株式数

116,457,878株

 

 

 

 

(注)算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

中間連結貸借対照表
の純資産の部の合計
額

28,019百万円

普通株式に係る
純資産額

27,718百万円

 
中間連結貸借対照表の純資産の部の
合計額と１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式に係る中間連
結会計期間末の純資産との差額の主
な内訳

 少数株主持分 300百万円

普通株式の 
発行済株式数

122,074,243株

普通株式の 
自己株式数

5,654,459株

１株当たり純資産の
算定に用いられた普
通株式の数

116,419,784株

２ １株当たり中間純利益

中間連結損益計算書
上の中間純利益

2,574百万円

普通株式に係る
中間純利益

2,574百万円

普通株主に帰属しな
い金額の主要な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の 
期中平均株式数

116,423,555株

（追加情報） 

当中間連結会計期間から、改正後の

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成18年1月31日 企業会計

基準第２号）および「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年1月31日 企業会計基準

適用指針第４号）を適用しておりま

す。 

これによる影響はありません。 

 

 

 

(注)１株当たり当期純損失の算定上

の基礎

連結損益計算書上の 
当期純損失

7,600百万円

普通株式に係る
当期純損失

7,635百万円

普通株主に帰属しな 
い金額の主要な内訳

利益処分による
役員賞与金

35百万円

普通株式の
期中平均株式数

116,449,669株



(重要な後発事象) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿

 

 

 当社は、平成18年1月19日開催の

取締役会において、「ホテルフジタ

京都」の土地・建物を積水ハウス株

式会社に譲渡することを決議いたし

ました。

１．譲渡の理由 

 当社はＲＯＡ（総資産利益率）の

向上をはかることを第一目標に、重

点部門の絞込みによる“選択と集

中”および“資産・負債の圧縮”等

を重点課題とした事業改革（3ヵ年

中期経営計画）に取り組んでおり、

その一環として今般、上記施設を譲

渡することといたしました。 

 なお、譲渡施設の営業につきまし

ては、従来同様、当社子会社である

藤田ホテルマネジメント株式会社が

5年間の定期建物賃貸借契約を締結

し、継続してまいります。

２．譲渡資産の内容
(単位：百万円)

資産の内容 

および所在地

帳簿 

価額等

譲渡 

価額
売却益

ホテルフジタ 

京都

866 5,500 4,634

(客室188室、 

飲食店舗10 

店舗、売店1、

洋品店1、 

エステ1、 

美容1)

(敷地面積 

6,178.57㎡)

(延床面積 

14,237.52㎡)

(京都府京都 

市中京区 

二条大橋上る 

鉾田町543)

３．譲渡先の概要

商 号 積水ハウス株式会社

本店所在地
大阪府大阪市北区大淀中 

1丁目1番88号

代 表 者 和田 勇

資本の額
186,554,196千円 

(平成17年1月31日現在)

大 株 主

(平成17年1月31日現在) 

積水化学工業株式会社 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社(信託口)

主な事業の

内容

建設・不動産全般にかかる 

業務

当社との 

関係

資本的関係  なし

人的関係   なし

取引関係   なし



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿ ４．譲渡の日程 

 平成18年１月19日 取締役会決議 

 平成18年１月20日 契約書締結 

 平成18年１月30日 物件引渡し 

 

５．今後の見通し 

 本件の固定資産売却益は平成18年

の特別利益に計上となります。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,413 4,956 1,061

 ２ 売掛金 2,402 2,645 2,876

 ３ 有価証券 10 ― ―

 ４ たな卸資産 ※２ 3,340 334 2,682

 ５ 繰延税金資産 1,754 1,823 3,434

 ６ 短期貸付金 8,659 6,246 8,559

 ７ その他 2,248 1,894 2,629

   貸倒引当金 △4,704 △4,473 △5,604

   流動資産合計 15,124 14.2 13,427 13.0 15,638 14.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１、

２、４

  (1) 建物 30,494 30,013 29,929

  (2) 建物付属設備 8,510 8,001 8,236

  (3) 土地 9,671 9,971 8,683

  (4) 建設仮勘定 14 2 61

  (5) その他 8,479 8,683 8,529

   有形固定資産合計 57,170 53.5 56,671 54.7 55,439 50.9

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 254 196 230

  (2) その他 120 119 124

   無形固定資産合計 375 0.3 315 0.3 355 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 19,081 25,964 29,323

  (2) 繰延税金資産 7,976 1,366 1,449

  (3) 差入保証金 6,454 5,311 6,454

  (4) その他 596 423 387

    貸倒引当金 △0 △0 △0

   投資その他の資産 
   合計

34,107 31.9 33,066 32.0 37,614 34.5

   固定資産合計 91,653 85.7 90,054 87.0 93,409 85.7

Ⅲ 繰延資産

  開発費 60 ― ―

  繰延資産合計 60 0.1 ― ― ― ―

  資産合計 106,838 100.0 103,481 100.0 109,048 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,043 1,072 1,300

 ２ 短期借入金 ※２ 33,423 26,126 28,001

 ３ 未払法人税等 86 106 147

 ４ 賞与引当金 92 72 79

 ５ その他 5,108 5,727 5,440

   流動負債合計 39,753 37.2 33,103 32.0 34,969 32.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 23,329 19,745 23,388

 ２ 退職給付引当金 5,673 5,740 5,713

 ３ 役員退職引当金 110 142 134

 ４ 会員預り保証金 15,802 15,253 15,505

 ５ 預り賃貸保証金 899 893 907

 ６ その他 153 142 146

   固定負債合計 45,969 43.0 41,917 40.5 45,795 42.0

   負債合計 85,723 80.2 75,021 72.5 80,765 74.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 12,081 11.3 ― ― 12,081 11.1

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 3,020 ― 3,020

 ２ その他資本剰余金 8,549 ― 8,549

   資本剰余金合計 11,570 10.8 ― ― 11,570 10.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金 3,649 ― 3,649

 ２ 中間(当期)未処理 
   損失

6,797 ― 5,723

   利益剰余金合計 △3,148 △2.9 ― ― △2,073 △1.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

2,849 2.7 ― ― 8,955 8.2

Ⅴ 自己株式 △2,238 △2.1 ― ― △2,251 △2.1

  資本合計 21,115 19.8 ― ― 28,282 25.9

  負債資本合計 106,838 100.0 ― ― 109,048 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 12,081 11.7 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― ― 3,020 ― ―

  (2) その他資本剰余金 ― ― 2,856 ― ―

   資本剰余金合計 ― ― 5,877 5.7 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

     固定資産圧縮 
     積立金

― ― 1,119 ― ―

     別途積立金 ― ― 2,500 ― ―

     繰越利益剰余金 ― ― 2,525 ― ―

   利益剰余金合計 ― ― 6,145 5.9 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △2,262 △2.2 ― ―

   株主資本合計 ― ― 21,841 21.1 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 6,618 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 6,618 6.4 ― ―

   純資産合計 ― ― 28,460 27.5 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 103,481 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 23,466 100.0 24,231 100.0 48,597 100.0

Ⅱ 売上原価 21,368 91.1 21,332 88.0 43,027 88.5

     売上総利益 2,097 8.9 2,898 12.0 5,570 11.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,353 5.7 1,400 5.8 2,838 5.8

     営業利益 744 3.2 1,498 6.2 2,731 5.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 526 2.2 617 2.6 750 1.5

Ⅴ 営業外費用 ※２ 490 2.1 449 1.9 965 2.0

  経常利益 780 3.3 1,666 6.9 2,516 5.2

Ⅵ 特別利益 ※３ 7 0.0 5,159 21.3 2,320 4.8

Ⅶ 特別損失 ※４ 14,340 61.1 983 4.1 16,643 34.2

   税引前中間純利益 
   又は中間(当期) 
   純損失(△)

△13,553 △57.8 5,842 24.1 △11,805 △24.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

32 18 50

   法人税等調整額 △4,298 △4,266 △18.2 3,298 3,316 13.7 △3,643 △3,592 △7.4

   中間純利益 
   又は中間(当期) 
   純損失(△)

△9,287 △39.6 2,525 10.4 △8,213 △16.8

   前期繰越利益 2,490 ― 2,490

   中間(当期) 
   未処理損失

6,797 ― 5,723



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

（単位：百万円）

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計
資本準備金

その他 

資本 

剰余金

資本 

剰余金 

合計

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計
固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

平成17年12月31日残高 12,081 3,020 8,549 11,570 1,149 2,500 △5,723 △2,073 △2,251 19,327

中間会計期間中の 

変動額

 中間純利益 2,525 2,525 2,525

 自己株式の取得 △11 △11

 固定資産圧縮積立金 

 の取崩
△30 30 ― ―

 その他資本剰余金 

 の取崩
△5,693 △5,693 5,693 5,693 ―

 株主資本以外の項目 

 の中間会計期間中 

 の変動額(純額)

中間会計期間中の 

変動額合計
― ― △5,693 △5,693 △30 ― 8,249 8,219 △11 2,514

平成18年６月30日残高 12,081 3,020 2,856 5,877 1,119 2,500 2,525 6,145 △2,262 21,841

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日残高 8,955 8,955 28,282

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 2,525

 自己株式の取得 △11

 固定資産圧縮積立金の取崩 ―

 その他資本剰余金の取崩 ―

 株主資本以外の項目の中間会計 

 期間中の変動額(純額)
△2,336 △2,336 △2,336

中間会計期間中の変動額合計 △2,336 △2,336 177

平成18年６月30日残高 6,618 6,618 28,460



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券

満期保有目的の債券 

……償却原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

……総平均法による原価法 

その他有価証券(時価のある

もの) 

……中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法によ

り算出しております。) 

その他有価証券(時価のない

もの) 

……総平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券

満期保有目的の債券 

……同左 

子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

その他有価証券(時価のある

もの) 

……中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は総平均法によ

り算出しております。） 

その他有価証券(時価のない

もの) 

……同左

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券

満期保有目的の債券 

……同左 

子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

その他有価証券(時価のある

もの) 

……決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算出

しております。) 

その他有価証券(時価のない

もの) 

……同左

 (2) たな卸資産

不動産商品、未成工事支出金

個別法による原価法

売店商品、原材料、貯蔵品

移動平均法および最終仕入

原価法併用による原価法

 (2) たな卸資産

売店商品、原材料、貯蔵品

同左

 (2) たな卸資産

不動産商品、未成工事支出金

個別法による原価法

売店商品、原材料、貯蔵品

同左

 (3) デリバティブ

……時価法

 (3) デリバティブ

……同左

 (3) デリバティブ

……同左

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産

法人税法に規定する定額法 

なお、取得価額が10万円以上

20万円未満の減価償却資産に

ついては、３年間で均等償却

しております。

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

法人税法に規定する定額法

(ソフトウェアを除く)

自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左

３ 繰延資産の処理方法

開発費

商法施行規則の規定する最長期

間(５年)で毎期均等額を償却し

ております。

＿＿＿＿＿＿＿＿ ３ 繰延資産の処理方法

開発費

商法施行規則の規定する最長期

間(５年)で毎期均等額を償却し

ております。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は過去の一定期間における貸

倒実績から算出した貸倒実績

率により計上し、貸倒懸念債

権など特定の債権については

個別に債権の回収可能性を検

討し回収不能見込額を計上し

ております。

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

同左

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

従業員の賞与支払に備えるた

め、支給見込額に基づき計上

しております。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異

(△1,260百万円)について

は、15年による按分額を費用

処理しております。

また、数理計算上の差異につ

いては、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(15年)で、翌事業年度か

ら定額法により費用処理して

おります。

 (3) 退職給付引当金

同左

 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当事業年度末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

(△1,260百万円)について

は、15年による按分額を費用

処理しております。 

また、数理計算上の差異につ

いては、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(15年)で、翌事業年度か

ら定額法により費用処理して

おります。

 (4) 役員退職引当金

役員の退職慰労金支出に備え

るため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。

 (4) 役員退職引当金

同左

 (4) 役員退職引当金

役員の退職慰労金支出に備え

るため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

５ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を

採用しておりますが、特例処

理の適用要件を満たしている

金利スワップについては、特

例処理によっております。

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

デリバティブ取引(金利ス

ワップ取引)

ヘッジ対象

借入金金利

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3) ヘッジ方針

相場変動によるリスクを回避

する目的で、対象物の範囲内

に限定して個々の取引ごとに

ヘッジしております。

 (3) ヘッジ方針

同左

 (3) ヘッジ方針

同左

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

原則としてヘッジ開始時から

有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象の相場変

動の累計とヘッジ手段の相場

変動の累計とを比較し、両者

の変動額等を基礎にして、評

価しております。

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

７ 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

なお、当中間会計期間における

仮払消費税等および仮受消費税

等は相殺後の残高を流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

７ 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

同左

７ 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

＿＿＿＿＿＿＿＿

８ 当中間会計期間に係る納税額お

よび法人税等調整額は、当社の

当期において予定している利益

処分による圧縮積立金の取崩し

を前提として当中間会計期間に

係る金額を計算しております。

８ 同左 ＿＿＿＿＿＿＿＿



会計処理の変更 

  
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

＿＿＿＿＿＿＿＿ (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準第５号)

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は28,460百万円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿ (役員賞与に関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号)を適用しておりま

す。 

 なお、役員賞与の金額は事業年度

の業績等に基づき算定することとな

っており、中間会計期間において合

理的に見積もることが困難であるた

め、当中間会計期間については費用

処理をしておりません。また、これ

による営業利益、経常利益および税

引前中間純利益に与える影響はあり

ません。

＿＿＿＿＿＿＿＿



 
  

追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これにより減損損失11,684百万円

を計上し、減価償却費は当該適用前

に比して15百万円、リース料は当該

適用前に比して７百万円減少してお

ります。この結果、営業利益および

経常利益が23百万円増加し、税引前

中間純損失が11,660百万円増加して

おります。 

 また、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。

＿＿＿＿＿＿＿＿ (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 

 この変更にともない、減損損失

11,698百万円を計上し、減価償却費

は当該変更前に比して21百万円、リ

ース料は当該変更前に比して16百万

円減少しております。この結果、営

業利益および経常利益が38百万円増

加し、税引前当期純損失が11,659百

万円増加しております。 

 また、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

にともない、当中間会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割および資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が67百万円増加し、営業利益、経常

利益がそれぞれ同額減少し、税引前

中間純損失が同額増加しておりま

す。

＿＿＿＿＿＿＿＿ (外形標準課税制度) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

にともない、当事業年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い、法人事業税の付加

価値額および資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が110百万円増加し、営業利益およ

び経常利益が同額減少し、税引前当

期純損失が同額増加しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年６月30日現在)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日現在)

前事業年度末 
(平成17年12月31日現在)

※１有形固定資産の減価償却累計額

57,651百万円

※１有形固定資産の減価償却累計額

53,670百万円

※１有形固定資産の減価償却累計額

56,800百万円

 

※２担保提供資産の状況は次のとお

りであります。

  長期借入金(うち１年以内に返

済期限の到来する長期借入金を

含む)および短期借入金44,769

百万円に対して次の担保を提供

しております。

(1) 不動産商品 14百万円

(2) 有形
固定資産

38,348百万円

(3) 投資
有価証券

6,918百万円

※２担保提供資産の状況は次のとお

りであります。

  長期借入金(うち１年以内に返

済期限の到来する長期借入金を

含む)および短期借入金35,796

百万円に対して次の担保を提供

しております。
(1) 有形 
  固定資産

36,936百万円

(2) 投資
有価証券

7,471百万円

 

※２担保提供資産の状況は次のとお

りであります。

  長期借入金(うち１年以内に返

済期限の到来する長期借入金を

含む)および短期借入金41,623

百万円に対して次の担保を提供

しております。

(1) 不動産商品 13百万円

(2) 有形
固定資産

37,665百万円

(3) 投資
有価証券

9,701百万円

 ３偶発債務として下記のとおり銀

行取引に対する保証債務があり

ます。

藤田グリーン・
サービス㈱

1,140百万円

関西エアポート
ワシントンホテ
ル㈱

120 〃

島原温泉観光㈱ 15 〃
ユーエフジェイ
パートナーロー
ン利用者

82 〃

計 1,358百万円

 ３偶発債務として下記のとおり銀

行取引に対する保証債務があり

ます。

藤田グリーン・
サービス㈱

1,020百万円

関西エアポート
ワシントンホテ
ル㈱

60 〃

島原温泉観光㈱ 3 〃
ユーエフジェイ
パートナーロー
ン利用者

83 〃

計 1,166百万円

 ３偶発債務として下記のとおり銀

行取引に対する保証債務があり

ます。

藤田グリーン・
サービス㈱

1,090百万円

関西エアポート
ワシントンホテ
ル㈱

90 〃

島原温泉観光㈱ 6 〃
ユーエフジェイ
パートナーロー
ン利用者

87 〃

計 1,273百万円

※４不動産商品について、当面売却

が実現する可能性が乏しいと判

断されるため、不動産商品から

有形固定資産に2,288百万円振

替えております。なお、振替え

た一部の資産については減損損

失を計上しております。

 ５当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行13行と当

座貸越契約および貸出コミット

メントライン契約を締結してお

ります。 

当中間会計期間末における当座

貸越契約および貸出コミットメ

ントライン契約に係る借入未実

行残高等は次のとおりでありま

す。 

 

当座貸越極度額およ
び貸出コミットメン
トラインの総額

18,995百万円

借入実行残高 12,555百万円

  差引額 6,440百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１営業外収益の主要項目

受取利息 14百万円

受取配当金 350百万円

※１営業外収益の主要項目

受取利息 9百万円

受取配当金 417百万円

※１営業外収益の主要項目

受取利息 28百万円

受取配当金 359百万円

※２営業外費用の主要項目

支払利息 377百万円

※２営業外費用の主要項目

支払利息 334百万円

※２営業外費用の主要項目

支払利息 735百万円

 

※３特別利益の主要項目

固定資産売却益 7百万円

(注)固定資産売却益は、箱根小涌 

   谷35号社宅の土地の売却によ 

     るものであります。

 

※３特別利益の主要項目

固定資産売却益 4,644百万円

(注)固定資産売却益は、「ホテル
   フジタ京都」の土地、建物の 
   売却によるものであります。

 

※３特別利益の主要項目

固定資産売却益 1,459百万円

(注)固定資産売却益は、主に東京 
   都千代田区富士見の土地等の 
     売却によるものであります。

 

※４特別損失の主要項目

固定資産除却損 32百万円

関係会社 
株式評価損

945百万円

投資有価証券 
評価損

19百万円

貸倒引当金 
繰入額

1,649百万円

減損損失 11,684百万円

(注)固定資産除却損は、平成17年 

     ５月29日をもって営業を終了 

     した大手前瓢たんの建物、備 

     品等を撤去したことにより発 

     生したものであります。

(注)貸倒引当金繰入額は関係会社 

     に対するものであります。

 

※４特別損失の主要項目

固定資産除却損 373百万円

減損損失 280百万円

貸倒引当金
繰入額

136百万円

本社移転費用 130百万円

(注)固定資産除却損の主なものは
   平成18年５月に本社を移転し 
   たことにより発生したもので 
   あります。
(注)貸倒引当金繰入額は関係会社 

     に対するものであります。

 

※４特別損失の主要項目

固定資産除却損 492百万円

関係会社
株式評価損

945百万円

投資有価証券 
評価損

19百万円

貸倒引当金
繰入額

2,539百万円

減損損失 11,698百万円

販売用不動産 
評価損

753百万円

(注)固定資産除却損は、主に「箱 
     根小涌園」ポリネシア風呂等 
     の建物、備品等を撤去したこ 
     とにより発生したものであり 
     ます。
(注)貸倒引当金繰入額は関係会社 
     に対するものであります。



前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

(注)減損損失

(減損損失を認識した資産グループ

の概要)

(単位：百万円)

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設

埼玉県 

さいた 

ま市

建物 63

建物付属設備 89

ソフトウェア 0

その他 29

固定資産計 183

リース資産 38

合計 221

遊休 

不動産

東京都 

千代田 

区他

建物 503

建物付属設備 4

土地 10,150

建設仮勘定 32

その他 770

合計 11,462

合計

建物 567

建物付属設備 93

土地 10,150

建設仮勘定 32

ソフトウェア 0

その他 800

固定資産計 11,646

リース資産 38

合計 11,684

 

(注)減損損失

(減損損失を認識した資産グループ

の概要)

注記事項(中間貸借対照表関係)４に

記載のとおり、不動産商品から有形

固定資産への振替を行っておりま

す。それにより、減損損失を以下の

とおり計上しております。 

 
(単位：百万円)

減損損失

用途 場所 種 類 金 額

遊休 

不動産

三重県 

鳥羽市

他

建 物 64

土 地 216

合 計 280

(注)減損損失

(減損損失を認識した資産グループ

の概要)

(単位：百万円)

用途 場所
減損損失

種類 金額

営業施設

埼玉県 

さいた 

ま市

建物 63

建物付属設備 89

ソフトウェア 0

その他 30

固定資産計 184

リース資産 44

合計 229

遊休 

不動産

東京都 

千代田 

区他

建物 503

建物付属設備 4

土地 10,157

建設仮勘定 32

その他 770

合計 11,469

合計

建物 567

建物付属設備 93

土地 10,157

建設仮勘定 32

ソフトウェア 0

その他 801

固定資産計 11,653

リース資産 44

合計 11,698

(資産のグルーピングの方法)
当社は、資産を事業用資産、共用資

産、遊休資産にグループ化し、事業

用資産については事業の種類別(営

業施設)に区分し、概ね独立したキ

ャッシュ・フローを生み出す最小の

単位にて資産のグルーピングを行い

ました。その他の資産については、

それぞれ個別の物件ごとに区分しま

した。
(減損損失の認識に至った経緯)
営業施設のうち、営業活動から生ず

る損益が継続してマイナスの施設お

よび資産の回収が見込めない資産に

ついて減損損失を認識しました。遊

休不動産は、市場価格が下落してい

る資産について減損損失を認識しま

した。
(回収可能価額の算定方法)

営業施設の回収可能価額は、使用価

値により測定しており、将来キャッ

シュ・フローを7.1％で割り引いて

算定しております。遊休不動産の回

収可能価額は、正味売却価額により

測定しており、価格指標は鑑定評価

額および相続税財産評価基準に拠る

評価額を使用しております。

(資産のグルーピングの方法)
同左 

 

 

 

 

 

 

 

 
(減損損失の認識に至った経緯)

遊休不動産は、市場価値が下落して

いる資産について減損損失を認識し

ました。 

 

 

 

 
(回収可能価額の算定方法)

回収可能価額は、正味売却価額によ

り測定しており、価格指標は相続税

財産評価基準に拠る評価額等を基に

合理的に調整し、評価しておりま

す。

(資産のグルーピングの方法)
同左 

 

 

 

 

 

 

 

 
(減損損失の認識に至った経緯)
営業施設のうち、営業活動から生ず

る損益が継続してマイナスの施設お

よび投資の回収が見込めない資産に

ついて減損損失を認識しました。遊

休不動産は、市場価格が下落してい

る資産について減損損失を認識しま

した。
(回収可能価額の算定方法)

営業施設の回収可能価額は、使用価

値により測定しており、将来キャッ

シュ・フローを7.1％で割り引いて

算定しております。遊休不動産の回

収可能価額は、正味売却価額により

測定しており、価格指標は鑑定評価

額および相続税財産評価基準に拠る

評価額を使用しております。



 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 ５減価償却実施額

有形固定資産 1,399百万円

無形固定資産 51百万円

 ５減価償却実施額

有形固定資産 1,389百万円

無形固定資産 43百万円

 ５減価償却実施額

有形固定資産 2,789百万円

無形固定資産 100百万円

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
  至 平成18年６月30日)

１．自己株式に関する事項

 

株式の種類
前事業年度末 
株式数

当中間会計期間
増加株式数

当中間会計期間
減少株式数

当中間会計期間末 
株式数

普通株式(注) 5,582,548株 13,217株 ― 5,595,765株

(注) 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加13,217株であります。



(リース取引関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

車両 
運搬具

30 24 ― 5

工具・器 
具・備品

3,190 2,257 31 901

その他 23 23 ― ―

合計 3,243 2,305 31 906

(注) 取得価額相当額は、未経
過リース料中間期末残高
が有形固定資産の中間期
末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み
法により算定しておりま
す。

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

車両 
運搬具

6 3 ― 3

工具・器 
具・備品

2,383 1,856 34 492

その他 63 2 ― 60

合計 2,453 1,862 34 556

(注) 同左
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

減損損失 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高

相当額 

(百万円)

車両
運搬具

36 32 ― 4

工具・器
具・備品

3,128 2,483 34 610

その他 97 97 ― ―

合計 3,262 2,612 34 614

(注) 取得価額相当額は、未経
過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等
に占める割合が低いた
め、支払利子込み法によ
り算定しております。

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高

  未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 434百万円

１年超 472 〃

合計 906 〃

  リース資産減損勘定 

中間期末残高

25百万円

(注) 未経過リース料中間期末
残高相当額は、未経過リ
ース料中間期末残高が有
形固定資産の中間期末残
高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法に
より算定しております。

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高

  未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 243百万円

１年超 312 〃

合計 556 〃

  リース資産減損勘定 

中間期末残高

15百万円

(注) 同左

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定期

末残高

  未経過リース料期末残高相当

額

１年内 319百万円

１年超 294 〃

合計 614 〃

  リース資産減損勘定 

期末残高

22百万円

(注) 未経過リース料期末残高
相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資
産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利
子込み法により算定して
おります。

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失

支払リース料 287百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額

6 〃

減価償却費 
相当額

281 〃

減損損失 31 〃

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失

支払リース料 198百万円

リース資産減損
勘定の取崩額

6 〃

減価償却費
相当額

191 〃

減損損失 ― 〃

(3) 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失

支払リース料 500百万円

リース資産減損 
勘定の取崩額

12 〃

減価償却費 
相当額

487 〃

減損損失 34 〃

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 3,069百万円

１年超 38,014 〃

合計 41,083 〃

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2,948百万円

１年超 33,288 〃

合計 36,237 〃

２ オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 2,908百万円

１年超 34,298 〃

合計 37,206 〃



(有価証券関係) 

前中間会計期間 

有価証券 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

当中間会計期間 

有価証券 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

前事業年度 

有価証券 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

種類

前中間会計期間末(平成17年６月30日現在)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

関連会社株式 522 851 328

種類

当中間会計期間末(平成18年６月30日現在)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

関連会社株式 522 895 372

種類

前事業年度末(平成17年12月31日現在)

貸借対照表計上額
(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

関連会社株式 522 1,076 553



(１株当たり情報) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 181.23円 １株当たり純資産額 244.34円 １株当たり純資産額 242.79円

１株当たり中間純損失 79.71円 １株当たり中間純利益 21.69円 １株当たり当期純損失 70.49円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当

期純損失であり、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

 

(注)１株当たり中間純損失の算定上

の基礎

 中間損益計算書上の中間純損失

9,287百万円

 普通株式に係る中間純損失

9,287百万円

 普通株主に帰属しない金額の主 

 要な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

116,516,134株

(注)算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

 中間貸借対照表の純資産の部の 

 合計額

28,460百万円

 普通株式に係る純資産額

28,460百万円

 普通株式の発行済株式数

122,074,243株

 普通株式の自己株式数

5,595,765株

 １株当たり純資産の算定に用いら
 れた普通株式の数

116,478,478株

２．１株当たり中間純利益

 中間損益計算書上の中間純利益

2,525百万円

 普通株式に係る中間純利益

2,525百万円

 普通株主に帰属しない金額の主 

 要な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

116,482,249株

(追加情報) 

 当中間会計期間から、改正後の

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 最

終改正平成18年1月31日 企業会計

基準第２号)および「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 最終改

正平成18年1月31日 企業会計基準

適用指針第４号)を適用しておりま

す。 

 これによる影響はありません。

(注)１株当たり当期純損失の算定上

の基礎

 損益計算書上の当期純損失

8,213百万円

 普通株式に係る当期純損失

8,213百万円

 普通株主に帰属しない金額の主 

 要な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

116,508,272株



(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿

 

 

 当社は、平成18年1月19日開催の

取締役会において、「ホテルフジタ

京都」の土地・建物を積水ハウス株

式会社に譲渡することを決議いたし

ました。

１．譲渡の理由

 当社はＲＯＡ(総資産利益率)の向

上をはかることを第一目標に、重点

部門の絞込みによる“選択と集中”

および“資産・負債の圧縮”等を重

点課題とした事業改革(3ヵ年中期経

営計画)に取り組んでおり、その一

環として今般、上記施設を譲渡する

ことといたしました。

 なお、譲渡施設の営業につきまし

ては、従来同様、連結子会社である

藤田ホテルマネジメント株式会社が

5年間の定期建物賃貸借契約を締結

し、継続してまいります。

２．譲渡資産の内容
(単位：百万円)

資産の内容 

および所在地

帳簿 

価額等

譲渡 

価額
売却益

ホテルフジタ 

京都

866 5,500 4,634

(客室188室、 

飲食店舗10 

店舗、売店1、

洋品店1、 

エステ1、 

美容1)

(敷地面積 

6,178.57㎡)

(延床面積 

14,237.52㎡)

(京都府京都 

市中京区 

二条大橋上る 

鉾田町543)

３．譲渡先の概要

商 号 積水ハウス株式会社

本店所在地
大阪府大阪市北区大淀中 

1丁目1番88号

代 表 者 和田 勇

資本の額
186,554,196千円 

(平成17年1月31日現在)

大 株 主

(平成17年1月31日現在) 

積水化学工業株式会社 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社(信託口)

主な事業の

内容

建設・不動産全般にかかる 

業務

当社との 

関係

資本的関係  なし

人的関係   なし

取引関係   なし



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿ ４．譲渡の日程

 平成18年1月19日 取締役会決議 

 平成18年1月20日 契約書締結 

 平成18年1月30日 物件引渡し

 

５．今後の見通し

 本件の固定資産売却益は平成18年

の特別利益に計上となります。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第73期(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日)平成18年３月30日に関東財務局長に
提出 

  

(2) 訂正報告書 

 ※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 
  自 平成13年１月１日 至 平成13年６月30日 中間会計期間（第69期中）の半期報告書に係る 
  訂正報告書であります。 
 ※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 
  自 平成13年１月１日 至 平成13年12月31日 事業年度（第69期）の有価証券報告書に係る訂 
  正報告書であります。 
 ※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 
  自 平成14年１月１日 至 平成14年６月30日 中間会計期間（第70期中）の半期報告書に係る 
  訂正報告書であります。 
 ※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 
  自 平成14年１月１日 至 平成14年12月31日 事業年度（第70期）の有価証券報告書に係る訂 
  正報告書であります。 
 ※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 
  自 平成15年１月１日 至 平成15年６月30日 中間会計期間（第71期中）の半期報告書に係る 
  訂正報告書であります。 
 ※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 
  自 平成15年１月１日 至 平成15年12月31日 事業年度（第71期）の有価証券報告書に係る訂 
  正報告書であります。 
 ※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 
  自 平成16年１月１日 至 平成16年６月30日 中間会計期間（第72期中）の半期報告書に係る 
  訂正報告書であります。 
 ※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 
  自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日 事業年度（第72期）の有価証券報告書に係る訂 
  正報告書であります。 
 ※平成18年３月２日に関東財務局長に提出 
  自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日 中間会計期間（第73期中）の半期報告書に係る 
  訂正報告書であります。 
 ※平成18年３月24日に関東財務局長に提出 
  自 平成13年１月１日 至 平成13年12月31日 事業年度（第69期）の有価証券報告書に係る訂 
  正報告書であります。 
 ※平成18年３月24日に関東財務局長に提出 
  自 平成14年１月１日 至 平成14年12月31日 事業年度（第70期）の有価証券報告書に係る訂 
  正報告書であります。 
 ※平成18年３月24日に関東財務局長に提出 
  自 平成15年１月１日 至 平成15年12月31日 事業年度（第71期）の有価証券報告書に係る訂 
  正報告書であります。 
 ※平成18年３月24日に関東財務局長に提出 
  自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日 事業年度（第72期）の有価証券報告書に係る訂 
  正報告書であります。 

  

(3) 臨時報告書 

 ※平成18年１月20日に関東財務局長に提出 
  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号並びに第19号（財政状態及び経営成績に著 
  しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月２２日

藤 田 観 光 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤田観光株式会

社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年

６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、藤田観光株式会社及び連結子会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年１月１日から平成１７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 
  
追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間連結財務諸表を作成している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 野   洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 島 拓 也 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２７日

藤 田 観 光 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤田観光株式会社の

平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤

田観光株式会社及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年

１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 野     洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 島 拓 也 

      

東 陽 監 査 法 人 
  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 田 光一郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原 口 隆 志 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月２２日

藤 田 観 光 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤田観光株式会

社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第７３期事業年度の中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年

６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、藤田観

光株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 山 英 木 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 野   洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 島 拓 也 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２７日

藤 田 観 光 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤田観光株式会社の

平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第７４期事業年度の中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、藤田観光株

式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３

０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 野     洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長 島 拓 也 

      

東 陽 監 査 法 人 
  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 田 光一郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原 口 隆 志 
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